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第１章 消費生活行政の概要 

 

１ 沿 革 

年 月 相模原市消費者行政の沿革/国等の動向 

昭和４３年 ５月 ◆「消費者保護基本法」制定 

昭和４６年 ７月 商工課内に「消費経済係」を新設 

昭和４８年 ４月 

     １１月 

市民相談室にて消費生活相談を開始（月２回） 

「消費経済係」から「消費生活係」と名称変更 

昭和４９年 ４月 「消費生活係」から「消費生活課」に昇格設置 

昭和５２年 ８月 組織改編により市民部へ移管、「市民部市民生活課 消費生活係」と名称変更 

昭和５５年１０月 「国民生活センター 相模原事務所」が弥栄に開設 

昭和５８年１０月 南市民相談室にて「消費生活相談コーナー」設置、隔日にて相談対応 

平成 ５年 相談員の設置を日々２名体制に拡充 

平成 ９年１１月 

 

２か所目の相談窓口として、「相模原消費生活センター」をＪＲ相模原駅駅ビルに開

設、相談員も日々５名体制に拡充 

平成１０年 ４月 ◆神奈川県相模原消費生活センターが県厚木消費生活センターに統合 

平成１２年 ４月 

 

 

◆「消費者契約法」制定（Ｈ13.4 施行） 

３か所目の相談窓口として、土・日・祝日も相談対応を実施する「北消費生活センタ

ー」をＪＲ橋本駅北口再開発ビルに開設、相談員も平日は７名体制に拡充 

津久井郡との広域連携に伴い、津久井郡４町の消費生活相談受入を開始 

平成１３年 ４月 町田市との広域連携に伴い、相互に来所相談者の受入を開始 

平成１５年 ４月 

 

 

中核市移行に伴い、計量事務の一部を県より移譲 

組織改編により「消費生活課」を本課とし、各消費生活センターは出先機関として相

談業務を所掌 

平成１６年 ６月 ◆「消費者保護基本法」を改正し、「消費者基本法」制定 

平成１７年 ４月 ◆「消費者基本計画」策定（Ｈ27.3 改定） 

平成１９年 ３月 消費生活課事務室を北消費生活センター（シティ・プラザはしもと）に移転 

平成２０年 ６月 
弁護士・司法書士による多重債務相談を第２、第４水曜日に開始（北消費生活センタ

ーのみ） 
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平成２１年 ９月 

     １２月 

◆消費者庁設置 

◆「消費者安全法」施行（Ｈ26.6 改正） 

「相模原市消費生活条例」制定（Ｈ22.4 施行） 

平成２２年 ４月 

組織改編により交通地域安全課と合併して「生活安全課」となり、消費生活班を新設、

消費啓発教育業務を所掌。消費生活班事務室が本庁舎に移転し、各センターは出先機関

として相談業務を所掌 

「相模原市消費生活審議会」設置 

ＰＩＯ－ＮＥＴ２０１０スタート 

平成２４年 ３月 

 

１２月 

「相模原市消費生活基本計画」策定 

「消費生活班」から「消費生活・生活環境班」に名称変更 

◆「消費者教育の推進に関する法律」施行 

平成２５年 ６月 ◆「消費者教育の推進に関する基本的な方針」閣議決定（Ｈ30.3 変更） 

平成２７年１２月 「相模原市消費生活センター条例」制定（Ｈ28.4 施行） 

平成２８年 ３月 

      ４月 

 

「相模原市消費生活基本計画」中間改訂 重点的に取り組む４つの施策を追加 

組織改編により「生活安全課」の消費啓発・教育機能と各センターの相談対応機能を統

合し、課相当の専管組織として「消費生活総合センター」（相模原消費生活センターを

改称）を設置（シティ・プラザさがみはら内） 

令和 ２年 ３月 「第２次相模原市消費生活基本計画」策定 

令和 ２年１２月 「相模原市消費生活センター条例」改正（Ｒ3.4 施行） 

令和 ３年 ４月 

消費生活総合センター（中央区相模原 1 丁目シティ・プラザさがみはら内）、北消費生

活センター、南消費生活センターの３センターを１つに集約し、旧北消費生活センター

（緑区橋本 6 丁目シティ・プラザはしもと内）を新たな消費生活総合センターとして改

編。 

令和 ４年 ４月 ◆「民法」改正 成年年齢１８歳に引き下げ（Ｒ4.4 施行） 

◆……国等の動向 

 

  



 

3 

２ 消費生活総合センターの組織【令和３年４月１日時点】  

 

（１）人員配置 

市 民 局―消費生活総合センター  

          所長１名、主幹１名※、総括副主幹１名、市職員３名 

再任用職員２名、事務補助員２名、相談員１０名（７名／日） 

          ※主幹は６月よりマイナンバーカード普及促進室と兼務 

 

（２）事務分掌  
ア 消費生活に係る調査研究並びに事業の実施及び調整に関すること。 

イ 消費生活に係る情報の収集及び提供に関すること。 

ウ 消費生活基本計画に関すること。 

エ 消費者教育の推進に関すること。 

オ 相模原市消費生活審議会に関すること。 

カ 消費生活に係る相談に関すること。 

キ 消費者の保護に係る事業者の指導に関すること。 

ク 消費者団体の指導及び連絡に関すること。 

ケ 計量に関すること。 

コ 家庭用品品質表示法(昭和 37 年法律第 104 号)、消費生活用製品安全法(昭和 48 年法律第

31 号)、電気用品安全法(昭和 36 年法律第 234 号)、ガス事業法(昭和 29 年法律第 51号)及

び液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律(昭和 42 年法律第 149 号)に

規定する表示監視に関すること。 

サ 国民生活安定緊急措置法(昭和 48 年法律第 121 号)及び生活関連物資等の買占め及び売惜

しみに対する緊急措置に関する法律(昭和 48 年法律第 48 号)に関すること。 

シ シティ・プラザはしもとの維持管理及び秩序保持に関すること。 

 

（３）消費生活総合センターの所在地及び相談時間、施設概要  
    所 在 地   相模原市緑区橋本６－２－１ シティ・プラザはしもと内 

(ＪＲ横浜線橋本駅北口 イオン橋本店６階) 

ＴＥＬ：（事務用）042-775-1779（相談専用）042-775-1770 

ＦＡＸ：042-775-1771   

    相 談 日   毎日(年末年始・祝日を除く)  

相談時間  平日 午前９時～午後４時 ※第２、４金曜日は午後６時まで 

      土日 午前９時～１２時・午後１時～４時 

    施設概要  平成１２年４月１７日開設（旧北消費生活センター）面積(135.22 ㎡) 

相談室３室、職員事務室、相談員事務室（旧会議室）   

 

３ 事業体系  
（１）「未来へつなぐ  さがみはらプラン～相模原市総合計画～」【令和２年３月策定】  

※ 消費生活関連部分のみ掲載 

  ア 施策     防犯や交通安全・消費者保護対策の推進 

  イ 取組の方向  消費者の保護と自立の支援 

  ウ 成果指標 

    ・消費生活に係る出前講座の満足度 

・契約などのトラブルにあった時に相談する窓口を知っている市民の割合 
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（２）第２次相模原市消費生活基本計画【令和２年３月策定】  
  ア 基本理念 

    安全で安心できる消費生活の確保 

  イ 計画の位置付け 

    相模原市消費生活条例第９条に基づき策定された計画で、「未来へつなぐ さが

みはらプラン～相模原市総合計画～」の部門別計画に位置付けられる。なお、消

費者教育推進法第１０条に基づく消費者教育推進計画を兼ねる。 

  ウ 施策の体系 

    ５つの基本施策と１６の具体的施策で構成 

 

基本施策Ⅰ 消費者の安全の確保 

      １ 商品・サービスの安全性の確保 

      ２ 食の安全性の確保 

      ３ 住まいと居住環境の安全性の確保 

      ４ 消費者取引の適正化 

      ５ 表示の適正化 

      ６ 計量の適正化 

 

基本施策Ⅱ 消費者被害の未然防止と救済体制の強化 

      ７ 消費生活相談の充実 

      ８ 消費者被害の未然防止と救済 

 

基本施策Ⅲ 消費者教育の推進と情報提供の充実 

      ９ ライフステージ別の消費者教育の推進 

     １０ 消費者教育の担い手の育成 

     １１ 消費生活情報の提供・啓発 

 

基本施策Ⅳ 環境に配慮した消費行動の促進 

     １２ より良い消費行動の促進 

     １３ 環境負荷の低減に向けた基盤の整備        

 

基本施策Ⅴ 消費者意見の反映と連携の強化 

     １４ 消費者意見の反映 

     １５ 消費者団体等との連携及び育成 

     １６ 事業者団体等との連携 

 

（３）重点的に取り組む施策  
   次の２つの施策について、重点的に取り組むべき施策として指定し、各種事業を実

施する。 

ア 高齢者・障害者等の見守りの強化 

今後の高齢化の進行等が想定される中、消費者被害に遭いやすい高齢者等に対

し、関係者・団体等による見守りが重要なことから、見守り体制の構築、一層の

強化を図る。 

     

 



 

5 

【取組の例】 

○高齢者等の消費者被害に係る情報の発信 

○地域包括支援センター、民生委員・児童委員、自治会、福祉事業所等との連携  

により、見守りを必要とする高齢者等の消費者被害の早期発見と相談対応の実

施 

○見守りに携わる関係者等への積極的な情報提供による消費者被害の未然防止 

 

イ 若年者の消費者教育の強化 

インターネットの普及、ＩｏＴの進展、グローバル経済社会の進展等に伴い、

消費行動の変化が著しくなっている。また、令和４年度から成年年齢が１８歳に

引き下げられる。 

そのため、若年者から、消費者の行動が社会に影響を及ぼすことを理解し、自

主的かつ合理的な選択ができる自立した消費者を育成するため、学校等の教育機

関等との連携による若年者への消費者教育の強化を図る。 

 

【取組の例】 

○若年者の消費者被害に係る情報の発信 

○小・中学校、高等学校、専門学校及び大学における消費者教育の実施 

○学校等の教育機関等との連携による若年者への消費者教育の充実
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第２章 市民参加による消費者行政 

 

 

 関連団体・機関との協働の観点から、行政の情報・考え方を明らかにして消費者行政の在り方の

議論を深め、また、事業展開を図った。 
 

１ 消費生活審議会の開催  

（１）設置目的  
   消費生活基本計画等の意見を答申するとともに、消費生活に関する重要な事項について、市

長の諮問に応じて調査審議し、答申又は意見を建議する。（定数１５名以内） 

 

（２）委員及び任期  
任期は原則として、令和２年７月１日から令和４年６月３０日までの２年間とする。 

 

  ア 消費者 

    《公募委員》※２              植田聡子 唐木百花 長谷川栄一 

《さがみはら消費者の会》          木地本和子 

《相模原市生活協同組合運営協議会》※３   菅沼二十生 

  イ 事業者 

    《相模原商工会議所 商業部会》       古橋裕一 

    《相模原商工会議所 金融保険業部会》※１  池田亨 

《津久井地域商工会連絡協議会》       斉藤郁午 

《(一社)相模原市商店連合会》※４      前山善憲 

  ウ 学識経験のある者 

《成城大学教授》              町村泰貴 

    《神奈川県弁護士会》            佐々木敏尚 

《神奈川県司法書士会》           加納大志 

《東京家政学院大学教授》          河田敦子 

《相模女子大学准教授》           松﨑吉之助 

  エ 市長が特に必要と認める者 

    《(独)国民生活センター》          宗林さおり 

 

  （※１：令和２年１０月１日～、※２：令和２年１１月１日～、※３：令和３年６月１５日～、

※４：令和３年７月１日～） 

 

［開催状況］ 

回数 開催日 議    題 

第１回 R3.7.9（金） 

・令和２年度相模原市消費者行政の概要について 

・令和２年度第２次相模原市消費生活基本計画年次報告書(案)に

ついて 

                    など 

第２回 R4.2.25（金） 

・令和３年度の消費生活事業の実施状況について 

・令和４年度の消費生活事業の実施予定について 

                    など 
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２ 協働による消費生活事業の実施  
（１）消費者月間事業  

消費者保護基本法(現：消費者基本法)の施行２０周年を機に、昭和６３年から毎年５月を「消

費者月間」と定め、全国的に消費者問題に関する啓発等の事業を集中的に行っており、本市に

おいても消費者の利益を守り、豊かな社会生活を築くため、消費者・事業者・行政が一体とな

った取り組みを行うことで、市民の消費生活の向上と消費者意識の高揚を図る機会とした。 

令和３年度の統一テーマは、「“消費”で築く新しい日常」である。 

 

ア 消費者月間特別事業 

［内 容］国民生活センター相模原事務所を活用して、高齢者の消費者トラブル防止の呼び

かけや商品テストの施設見学会の開催などの特別事業を行う。 

   ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

 イ 広報さがみはらの掲載 

   ［掲載日］令和３年５月１日号 

［内 容］消費者月間のテーマに合わせて、ＳＤＧｓ

に関する記事や消費者トラブルを啓発する

記事を掲載した。 

 

ウ 啓発動画の放送 

   ［期 間］令和３年５月６日(木)～１６日(日)(本庁舎内) 

        令和３年５月６日(木)～３１日(月)(緑区・南区合同庁舎内) 

        令和３年５月１日(土)～３１日(月)(神奈中バス車内) 

［内 容］消費者庁及び当センターが作成した１５秒又は３０秒の啓発動画を上記の場所で

放映した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 本庁舎内館内放送 

［期 間］令和３年５月６日(木)～３１日(月) 

［内 容］５月は消費者月間であることを伝えるとと

もに、サプリメントの定期購入や屋根の無

料点検から始まる契約トラブルについて、

館内放送を実施した。 

 

オ タウンニュース（緑・中央・南区版）の掲載 

［掲載日］令和３年５月６日号 

［内 容］５月は消費者月間であることを伝えるとと

もに、高齢者が抱える不安の３Ｋ(孤独・お

金・健康)に関する記事を掲載した。 
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カ メールマガジン・ＬＩＮＥマガジンの配信 

［配信日］毎週金曜日 

［内 容］「消費者月間」「エシカル消費」「フェアトレード」「フードドライブ」の４つの 

テーマでメールマガジン及びＬＩＮＥマガジンを配信した。 

 

キ 図書館内に消費者月間紹介コーナーを設置 

 ［期 間］令和３年５月１日(土)～３０日(日) 

 ［内 容］市内３カ所の市立図書館において「消費生活コーナー」を設け、消費者問題に関

する図書の展示や啓発物品の無料配布を行うもの 

   

 

 

 

ク 市ホームページに掲載 

 ［期間］ 令和３年５月１日（土）から 

 ［内容］ エシカル消費や詐欺的な投資勧誘

トラブルに関する記事を掲載した。 

 

（２）みんなの消費生活展(第５３回) 
消費者に「消費生活に必要な情報」を提供する機会を

設け、確かな知識や判断力を身につけ、情報を正しく理

解し、適切な行動ができる自立した消費者となるため

のきっかけの場とすることを目的に実施するもの。    

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

橋本図書館 市立図書館 相模大野図書館 

（参考） 

第５１回「みんなの消費生活展」の様子 

［日時］令和元年１０月１８日（金）～１９日（土） 

    午前１０時～午後４時 

［場所］ミウィ橋本５階 インナーガーデン 
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（３）高齢者被害防止キャンペーン月間  
悪質商法被害の増加、広域化を踏まえて、毎年９月に関東甲信越ブロックを中心とする自治

体間で広域的に連携し、高齢者被害防止に関する取組を実施することで、被害の拡大防止及び

未然防止を図った。 

［参加自治体等］ 

東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、栃木県、茨城県、群馬県、山梨県、長野県、新潟県、 

横浜市、川崎市、さいたま市、千葉市、新潟市、相模原市、国民生活センター 

  

  ア 関東甲信越ブロック共同事業「高齢者被害特別相談」 

［期 間］３日間：９月２０日(月・祝)～２２日(水) 

［場 所］消費生活総合センター 

［内 容］高齢者を対象とした消費生活特別相談を実施 

［件 数］２２件(前年度１５件) ※契約当事者が６０歳以上の件数 

 

イ 広報さがみはらの掲載 

［掲載日］令和３年９月１日号 

［内 容］高齢者被害特別相談、高齢者に多い契約トラブル

等の注意喚起情報を掲載した。 

 

ウ 本庁舎内館内放送 

［期 間］令和３年９月１日(水)～３０日(木) 

［内 容］９月の合同キャンペーンやサブスクリプション、

強引な勧誘について、館内放送を実施した。 

 

エ 啓発動画の放送 

［期 間］令和３年９月１日(水)～３０日(木) 

［場 所］①本庁舎内、緑区・南区合同庁舎内(エレベーター脇モニター) 

②神奈中バス車内モニター(かなｃｈ) 

［内 容］消費者庁及び当センターが作成した１５秒の啓発動画を上記の場所で放映した。 
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オ タウンニュース(緑・中央・南区版)の掲載 

［掲載日］令和３年９月２日号 

［内 容］高齢者被害防止キャンペーンの周知 

 

カ メール・ＬＩＮＥマガジンの配信 

［内 容］「押し買い」「催眠商法」「送りつけ商法」「電

話勧誘販売」の４つのテーマで、毎週金曜日

にメールマガジン及びＬＩＮＥマガジンを

配信した。 

 

キ パネル展示 

［期 間］令和３年９月１日(水)～２２日(水） 

［場 所］シティ・プラザはしもと６階 多目的スペース 

   ［内 容］高齢者に多い契約トラブル等の注意喚起情報を中心に掲示した 

 

 

ク 啓発チラシの配架・配布 

［場 所］公民館、まちづくりセンター、地域包

括支援センター等 

［枚 数］約２，０００枚 

［内 容］消費生活相談窓口や高齢者に多い契約トラブ

ルの注意喚起のため、チラシを配布した。 

 

ケ 啓発物品の作成・配布 

［期 間］令和３年９月１日(水)から順次 

［場 所］地域包括支援センター(２９か所) 

   ［内 容］啓発物品(見守りシール、見守りシール付

きポケットティッシュ)を直接届け、高齢

者消費者被害防止のための啓発を行った。 

 

 

コ 連絡会議等を通じた高齢者関係団体等への情報提供  

［周知先］地域包括支援センター、民生委員、社会福祉協議会、老人クラブ 

［内 容］各団体の会議等に出席し、啓発チラシの配布依頼や高齢者に多い契約トラブルの

注意喚起を行い、消費者トラブル事例の紹介や出前講座の案内などを行うことによ

り見守りの推進等を呼びかける。 

※新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

 

サ 包括連携協定事業者との連携（新規） 

［期 間］令和３年９月１日(水)～３０日(木) 

［連携先］損害保険ジャパン株式会社 

   ［内 容］５０代以上の契約者に啓発チラシを配布した。 

［枚 数］約１，０００枚(１５０代理店へ送付) 

 

シ 報道機関への情報提供 

   ［提供日］令和３年８月２７日(金)正午 
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（４）若者向け悪質商法被害防止共同キャンペーン事業  
悪質商法被害の増加、広域化を踏まえて、毎年１～３月に関東甲信越ブロックを中心とする

自治体間で広域的に連携し、若者重点相談の実施やリーフレット及びポスターを配布するなど、

若者の悪質商法被害防止に関する取組を行うことで、被害の拡大防止、未然防止を図った。 

［参加自治体等］ 

東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、栃木県、茨城県、群馬県、山梨県、長野県、新潟県、 

横浜市、川崎市、さいたま市、千葉市、新潟市、相模原市、国民生活センター 

 

ア 関東甲信越ブロック共同事業 

（ア）『若者重点相談日「若者トラブル１８８番」』 

［期 間］３日間：令和４年１月９日(日・祝)～１１日(火) 

［件 数］５件(前年度３件) ※契約当事者が３０歳未満の件数 

 

（イ）『リーフレット及びポスターの作成、配布』 

［場 所］市内の大学、専門学校、高等学校、中学校、公民館、出前講座参加者等 

［内 容］リーフレット等の送付 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 広報さがみはらの掲載 

［掲載日］令和４年１月１日号 

 ［内 容］若者重点相談日の案内や定期購入、架空請

求など契約トラブルに関する注意喚起を掲

載した。 

 

 

ウ 本庁舎内館内放送 

［期 間］令和４年３月１日(火)～３１日(木) 

［内 容］若者向け悪質商法被害防止共同キャンペ

ーンやマルチ商法、定期購入について、館内

放送を実施した。 

 

エ 啓発動画の放映 

［期 間］令和４年１月４日(火)～２８日(金) 

［場 所］本庁舎内、緑区・南区合同庁舎内(エレベーター脇モニター) 

［内 容］消費者庁が作成した１５秒の啓発動画を上記の場所で放映した。 

 

オ メール・ＬＩＮＥマガジンの配信 

［内 容］１月～３月の各月第２週金曜日に若者向けの契約トラブルに関する注意喚起【特

集号】を配信した。テーマは「定期購入」「情報商材・暗号資産」「ＳＮＳ広告」 
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カ 市ホームページに掲載 

［期 間］令和４年１月１日(土)～３月３１日(木) 

［内 容］キャンペーンの紹介や若者に多い契約トラブルに関する情報を掲載した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市ＨＰ（一部抜粋）  市ＨＰ（一部抜粋） 

 

キ 図書館内に若者向け悪質商法被害防止共同キャンペーン紹介コーナーを設置 

［期 間］令和４年２月１日(火)～２７日(日) 市立図書館、橋本図書館 

        令和４年３月１日(火)～３１日(木) 相模大野図書館 

  ［内 容］市内３カ所の図書館内に紹介コーナーを設け、若者に多い契約トラブルやお金に

関する図書の展示、啓発物品の配布を行った。 

 

ク パネル展示 

［期 間］令和４年３月１４日(月)～３１日(木) 

［場 所］シティ・プラザはしもと６階 多目的スペース 

   ［内 容］消費生活相談窓口の案内や契約トラブルに

関する注意喚起を実施した。 

 

ケ 大学等と連携した「お知らせメール」配信 

［配信日］令和４年１月～３月 

［連携先］相模女子大学、相模原看護専門学校、青山学院大学、北里大学、女子美術大学 

［内 容］各学校のメール配信機能等を利用し、学生に向けて若者に多い契約トラブルや市

ホームページのリンク先を掲載したメール等の配信について、協力を依頼した。 

 

  コ 「はたちのつどい」でのパンフレットの配架 

［日 程］令和４年１月１０日(月・祝) 

［場 所］相模原市民会館、杜のホールはしもと、相模女子大学グリーンホール 

［内 容］各会場に共同キャンペーンで作成したリーフレットを配架した。 
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サ 中学生と連携した啓発事業（新規） 

［期 間］令和４年２月中旬～ 

［連携先］市内中学校演劇部 

 ［内 容］中学生に多い契約トラブルを題材にした寸劇を演じてもらい、同世代に向けた啓

発資料を作成した。 

       

① ② 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シ 報道機関への情報提供 

   ［提供日］令和３年１２月２４日(金)正午 
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第３章 情報・学習機会の提供事業 
 

 

 消費者が主体的に消費者市民社会の形成に参画することの重要性について理解及び関心を深め、

自立した消費者の育成のため、広報紙、ホームページ等多様な媒体を活用して情報を発信するとと

もに、主催事業や共催事業の実施や講師派遣等、消費者教育の充実を図った。 

 

１ 学習機会の提供  
消費生活に関する身近な問題など、消費者意識の向上や消費者被害を未然に防止するための講

座等を開催するとともに、住民自治団体及び消費者団体等が自主的に企画した講座等へ講師を派

遺する。 

（１）講師派遣事業  
講師：消費生活相談員  

№ 開催テーマ 開催数 受講者 申請団体名 

１ 
あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 若者編～ 
３ ６３５ 

上溝高等学校１・３年生、

相模原看護専門学校 

２ 
あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 高齢者編～ 
８ １３９ 

さんかくサロン、相模台

第２地域包括支援センタ

ー、新磯・上溝・橋本公民

館、松葉町婦人会、さがみ

はら消費者の会 

３ 
あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 見守り編～ 
１ １０ 

東林第１地域包括支援セ

ンター 

４ 
あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 障害者編～ 
４ １１３ 

相模原中央支援学校（２

回）、相模原養護学校(本

校、橋本分教室) 

５ お金と契約 ～高校生編～ ２ ２７８ 
津久井高等学校定時制、

上溝高等学校２年生 

６ 
カード社会の落とし穴 ～多重債務に陥

らないために～ 
１ ２２ 星が丘公民館 

７ その他（日常生活で起こる事故） １ ６ ＰＯＣ母親クラブ 

合  計 ２０ １２０３  

  ※講座テーマは１５個設定。令和３年度に実施した講座のみ掲載。 

 

（２）高齢者等に向けた消費者教育事業  
高齢者や障害者の消費者被害防止に関する出前講座(再掲(講師派遣事業の一部)) 

開催テーマ 開催数 受講者 申請団体名 

あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 高齢者編～ 
８ １３９ 

さんかくサロン、相模台第２地域

包括支援センター、新磯・上溝・橋

本公民館、松葉町婦人会、さがみは

ら消費者の会 

あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 見守り編～ 
１ １０ 東林第１地域包括支援センター 

あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 障害者編～ 
４ １１３ 

相模原中央支援学校（２回）、相模

原養護学校(本校、橋本分教室) 
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（３）若年層に向けた消費者教育事業  
若年層の消費者被害防止に関する出前講座(再掲(講師派遣事業の一部)) 

開催テーマ 開催数 受講者 申請団体名 

あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 若者編～ 
３ ６３５ 

上溝高等学校１・３年生、相模原看

護専門学校 

あなたを狙う悪質商法  

～こんな商法にご用心 障害者編～ 
４ １１３ 

相模原中央支援学校（２回）、相模

原養護学校(本校、橋本分教室) 

お金と契約 ～高校生編～ ２ ２７８ 
津久井高等学校定時制、上溝高等

学校２年生 

 

ア 夏休み子ども消費者教室 

小学校５・６年生を対象に、夏休み期間に実習等を通して、消費者として必要な知識を身

につける機会とする。 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

イ 金融教育支援事業【相模原市協働事業提案制度を活用】(再掲(講師派遣事業の一部)) 

高校生が正しい金融知識・ライフプランの知識を学び、健全な社会人・相模原市民として

育成されることを目的に、専門家と連携して授業を実施した。 

［連携団体］神奈川県ファイナンシャルプランナーズ協同組合 

［実 施 校］津久井高等学校定時制(受講者 ３８名)  

 

ウ 青山学院大学との連携事業 

青山学院大学（社会情報学部）のプロジェクト演習の一環として、若者の消費者被害を未

然に防止するための効果的な情報発信や被害に遭った時の救済手段について、学生同士が意

見を出し合い、考える機会とした。 

［演習テーマ］なんで騙すのか分らなかったので、騙す側になってみた～I am“悪質業者”～ 

［実施時期］令和３年９月～１２月 

［参 加 者］３０名（演習の最終講義では、約２００名の学生にオンライン講義を行った。） 

 

エ さがまちコンソーシアムさがまち学生ｃｌｕｂとの連携事業（新規） 

令和４年４月１日施行の成年年齢１８歳引き下げを前に、現

役大学生と連携し、当事者世代の目線で「若者の消費者トラブル

の防止」について考える座談会「さがまち学生ｃｌｕｂが消費生

活総合センターに聞いてみました」を実施した。 

［実施時期］令和４年２月２５日（金） 

［連携団体］さがまちコンソーシアムさがまち学生ｃｌｕｂ  

学生４名 

［実施内容］・消費生活総合センターってどんなところ？ 

      ・消費者トラブルに遭った経験、トラブルに遭わないための助言 

      ・成年年齢の引き下げ、若者に多いトラブルの特徴 など 

※座談会の様子については動画を作成し、市公式 YouTube へ掲載。また、市広報紙「広報

さがみはら令和４年４月１５日号」に成年年齢引き下げに関する特集記事を掲載。 
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２ 情報の提供 
各種広報媒体や啓発資料の作成及び配布等により、悪質商法による被害の未然防止や消費生活

センターの周知を図るとともに、消費生活に関する様々な情報の提供を実施した。 

 

（１）広報紙や啓発物品等による情報提供  
ア 広報さがみはらへの記事掲載(一部再掲) 

掲載号 テーマ 

令和３年５月１日号 環境・社会を考えた消費行動をしましょう(消費者月間) 

令和３年７月１日号 
多重債務相談窓口のご案内  

※関東財務局横浜財務事務所の協力 

令和３年８月１日号 
電気使用安全月間の案内  

※関東電気保安協会の協力 

令和３年９月１日号 高齢者被害防止キャンペーン月間(不安の３Ｋ)の案内 

令和３年１１月１日号 
多重債務者相談強化キャンペーン２０２１の案内 

※県内市町村及び神奈川県弁護士会等の連携事業 

令和４年１月１日号 若者被害防止キャンペーン月間の案内 

令和４年２月１日号 シティ・プラザはしもとの休館 

 

イ タウンニュース(相模原市緑区版、中央区版、南区版)への記事掲載(一部再掲) 

【地方消費者行政強化交付金を活用】 

掲載号 テーマ 

令和３年５月６日号 消費者月間周知 

令和３年６月３日号 新型コロナワクチン詐欺に注意 

令和３年７月１日号 巧妙な電話に騙されないで！ 

令和３年８月５日号 「お得」と思って購入した化粧品が・・・ 

令和３年９月２日号 高齢者被害防止月間周知 

令和３年１０月７日号 住宅リフォームの勧誘がきたけど 

令和３年１１月４日号 有名企業の公式サイトだと思ったら 

令和３年１２月２日号 いつの間にか別の電力会社に？？ 

令和４年１月１日号 注文していない商品が届いた？！ 

令和４年２月３日号 これって架空請求？！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 消費生活情報紙「すぱいす」の発行(各回２，５００部 Ａ４版カラー４頁) 

掲 載 号 主 な 掲 載 内 容 

１３１号 

(令和３年７月発行) 

・令和２年度に受けた消費生活相談の概要 

・トイレ修理に関するトラブルについて 

１３２号 

(令和３年１０月発行) 

・いまさら聞けない・・・「ＳＤＧｓ」についておさらい！ 

・食品ロスについて 

１３３号 

(令和４年１月発行) 
・高齢者の自宅売却に関するトラブルについて 

１３４号 

(令和４年４月発行) 

・若者の消費者被害を防ごう！！１８歳はもう大人なんです！  

若者に多いトラブルを紹介！ 

  ［配布先］公民館、地域包括支援センター、まちづくりセンター、その他公共施設等 

 

掲載号及び内容  

１３１号 

(令和３年７月発行) 

・令和２年度に受けた消費

生活相談の概要 

・トイレ修理に関するトラ

ブルについて 
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１３２号 

(令和３年１０月発行) 

・いまさら聞けない・・・

「ＳＤＧｓ」についておさ

らい！ 

・食品ロスについて 

 

１３３号 

(令和４年１月発行)  

・高齢者の自宅売却に関す

るトラブルについて 

 

１３４号 

(令和４年４月発行) 

・若者の消費者被害を防ご

う！！１８歳はもう大人な

んです！若者に多いトラブ

ルを紹介！ 
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エ 啓発物品の作成【地方消費者行政強化交付金を活用】(再掲) 

消費生活総合センターの案内等を記載した啓発物品を配布することで、消費者トラブルに

遭った時の連絡先を周知する。 

［内 容］消費生活見守りシール(２０，０００枚) 

消費生活見守りシール付きポケットティッシュ(各７，０００個) 

消費生活見守りタオル(３，０００枚) 

消費生活見守りスマホクリーナー(３，０００部) 

  ［配布先］公民館、地域包括支援センター、まちづくりセンター、出前講座、イベント等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 市発行物等における消費生活総合センターを周知する記事の掲載 

 各担当課が取りまとめている冊子に消費生活相談に関する情報を掲載した。 

掲載冊子等 担当課 内容 

高齢者のための 

ふれあい福祉ガイド 
高齢・障害者福祉課 

点検商法や送りつけ商法などの注意喚起 

消費生活センターの連絡先 

障害のある方のための 

福祉のしおり 
高齢・障害者福祉課 消費生活センターの連絡先 

青少年健全育成啓発 

リーフレット 
こども・若者支援課 

インターネットに関連した契約トラブル

事例の紹介等 

 

  カ さがみはら大学生等未来応援事業との連携（新規） 

   コロナ禍で生活に困窮する大学生等に地元食材を提供する市の事業と連携し、啓発チラシ

を会場で配布した。 

［期 間］１月～３月 

［連携先］こども・若者支援課［配布数］３００枚 
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（２）常設展示等による情報提供  
ア 消費生活総合センター展示コーナー(一部再掲) 

［常設展示］架空請求や多重債務相談のパネル、相談の多い事例の紹介等 

［期間展示］高齢者被害防止月間(９月)や若者被害防止月間(１～３月)におけるテーマに

沿った消費者トラブル事例等の紹介を行った。 

 

イ 消費生活総合センターの図書等 

相模原市消費生活総合センターが所有する消費生活に関わる図書及びＤＶＤ等

を所蔵し、貸し出しを行う。 

［蔵書数］ＤＶＤ１３９本 図書５０４冊 

 

（３）電子媒体による情報提供  
ア ホームページに消費生活に関する各種情報を掲載  

  注意喚起情報、消費生活相談窓口、消費生活トラブル事例と対処法、消費者行政に関す

るお知らせ、消費生活講座、啓発物、計量、表示、製品事故情報    など 

 

イ 動画広告の放送【一部地方消費者行政強化交付金を活用】(再掲) 

消費者トラブルの注意喚起及び相談窓口の案内動画(１５秒又は３０秒)を放映した。 

［放 映 先］神奈川中央交通バス車内、市役所本庁舎、緑区合同庁舎、南区合同庁舎 

［放送時期］令和３年５月及び９月、令和４年１月 

 

ウ メールマガジン・ＬＩＮＥマガジンの配信(一部再掲) 

悪質商法に関する注意喚起など、消費者被害を防止するための啓発情報を配信した。 

［登録者数］メールマガジン：３０７人(前年比１２人増) 

          ＬＩＮＥマガジン：４，５８３人(前年比１，３６５人増) 

［配信回数］５５回 

 

  エ ホームタウンチームと連携した消費者啓発事業（新規）  
市ホームタウンチームと連携し、ホームゲーム開催日において、スタジアムへ来場する幅広

い世代へ消費生活相談窓口等の周知を行い、消費者被害の未然防止及び早期発見を図った。 

［連 携 先］ＳＣ相模原 

［会 場］相模原ギオンスタジアム 

［実 施 日］６月２０日(日)、１０月２４日(日)、１１月３日(水・祝)、 

１１月１４日（日）１１月２８日(日) 

［入場者数］１４，７１０人(５試合の合計人数) 

［内 容］スタジアム内大型ビジョンの動画放映や入場者へＳＣ相模原マスコットキャラク

ター「ガミティ」とコラボした消費生活見守りシールを配布した。 
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（４）高齢者等への情報提供及び見守りの推進  
悪質商法による高齢者等の消費者被害防止のため、高齢者等を見守る人に向けて、啓発資料

の作成及び配布や消費生活相談事例の情報提供等を実施した。 

 

ア 啓発チラシの配架・配布(再掲) 

［場 所］公民館、まちづくりセンター、地域包括支援センター等 

［枚 数］約２，０００枚 

［内 容］消費生活相談窓口の案内や高齢者に多い契約トラブルの注意喚起のため、チラシ

を配布した。 

 

イ 啓発物品の作成・配布(再掲) 

［期 間］令和３年９月１日(水)から順次 

［場 所］地域包括支援センター(２９か所) 

   ［内 容］啓発物品(見守りシール、見守りシール付きポケットティッシュ)を直接届け、高

齢者消費者被害防止のための啓発を行った。 

 

ウ 連絡会議等を通じた高齢者関係団体等への情報提供(再掲) 

［周知先］地域包括支援センター、民生委員、社会福祉協議会、老人クラブ 

［内 容］各団体の会議等に出席し、啓発チラシの配布依頼や高齢者に多い契約トラブルの

注意喚起を行い、消費者トラブル事例の紹介や出前講座の案内などを行うことに

より見守りの推進等を呼びかける。 

※新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止。 

 

エ 包括連携協定事業者との連携(再掲) 

［期 間］令和３年９月１日(水)～３０日(木) 

［連携先］損害保険ジャパン株式会社 

   ［内 容］損害保険ジャパン株式会社と連携し、５０代以上の契約者に啓発チラシを配布

した。 

［枚 数］約１，０００枚(１５０代理店へ送付) 

 

オ 消費者被害防止啓発キャンペーン 

見守り主体と連携して、地域のイベント等に出向き、２(１)エで作成した啓発グッズを配

布しながら、消費生活相談窓口の案内及び見守りの呼びかけを行う。 

    ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

カ 郵便局の備品広告掲載事業【地方消費者行政強化交付金を活用】 

高齢者や障害者の消費者被害に対する見守り事業の一環と

して、郵便局内の現金納入袋に相談窓口や見守りを促進する

広告を掲載し、消費者被害の未然防止・早期発見を図った。 

［配布先］市内５２局(全５５局) 

［配布数］５５，０００部 

［掲出日］令和３年１２月６日(月)から 

 

キ 消費生活見守りラジオ配信 

高齢者や障害者等の消費者被害の未然防止及び、早期発見を目的として、ＦＭラジオを活

用した消費生活に関する見守り情報を配信した。 

［事 業 名］「大事な人を見守り隊！」消費生活センターお役立ち情報 

［放 送 局］ＦＭ ＨＯＴ ８３．９(エフエムさがみ) 

［配信日時］平日毎日２回(朝・夕方) 
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放送期間 テーマ 

４月 
前半 消費者トラブルの見守りって？見守りのチェックポイント 

後半 補聴器の購入に関するトラブルにご注意！ 

５月 
前半 新型コロナワクチンに関するトラブルにご注意！ 

後半 大手通販サイトを装った通販トラブルにご注意！ 

６月 
前半 ＳＮＳをきっかけとしたトラブルにご注意！ 

後半 「押し買い」にご注意！ 

７月 
前半 シロアリ駆除の訪問販売 

後半 チケットの転売トラブルにご注意 

８月 
前半 代理婚活サービスのトラブルにご注意 

後半 「占いサイト」にご注意！ 

９月 
前半 高齢者悪質商法被害防止月間のお知らせ 

後半 特殊詐欺対策機器購入費補助事業 

１０月 
前半 台風シーズン到来！保険金詐欺に注意！ 

後半 太陽光発電パネルの設置トラブルにご注意！ 

１１月 
前半 国民生活センターのご紹介 

後半 余計に支払っていませんか？サブスクリプション 

１２月 
前半 家の鍵が開かない。業者に依頼をしたら１５万円！！ 

後半 スマートフォンの高額請求に注意 

１月 
前半 こんな商品でも定期購入トラブルに！ 

後半 石油ストーブによる一酸化炭素中毒 

２月 
前半 近年増加中！『アナログ戻し』のトラブル 

後半 新型コロナワクチンに関するトラブルにご注意！ 

３月 
前半 契約の成立時期～店舗購入編～ 

後半 あなたの素晴らしい俳句を新聞に掲載してみませんか・・・２４万円 

 

 

 

 

 

 

ク 新聞折込による啓発事業（新規） 

  読売新聞橋本中央店及び淵野辺中央センタ

ーの契約世帯に配布している「じもとの事件

簿」において、消費生活相談窓口の周知や啓

発情報を掲載してもらうことにより、契約ト

ラブルや悪質商法被害の未然防止及び早期

発見を図ることを目的とするもの。 

 ［発行日］令和３年１０月～ 毎月１回 

 ［配布数］緑区内：約１５，０００世帯、 

中央区内：約３５，０００世帯 

 

 

 



 

23 

ケ ひとり暮らし高齢者等給食サービス事業との連携（新規） 

   外出の機会が少ない方、インターネットを利用しない方、新聞や地域情報誌を購読し

ない方など「孤立しがちな高齢者」に向けた啓発手段として、標記事業の配食対象者に

啓発チラシを配布した。 

［期 間］令和３年１２月６日（月）～ 

［連携先］高齢・障害者支援課 

［配布数］３００枚 

 

（５）大学等との消費者被害防止のための懇談会  
若年層の消費者被害が増加している現状や成年年齢引き下げを見据え、市内大学等の学生担

当者と行政が集い、被害の実態や市の消費者行政などについて意見を交換し、今後の学生に対

する指導の一助とするため懇談会を開催した。 

［日 時］令和４年３月４日(金) 午後２時～午後３時１０分 

［参加校］相模女子大学、青山学院大学、女子美術大学、桜美林大学、北里大学、和

泉短期大学、麻布大学、相模原看護専門学校、相模原調理師専門学校、医

療ビジネス観光福祉専門学校、神奈川経済専門学校、神奈川柔整鍼灸専門

学校 

［内 容］若者の消費生活相談の状況(学生に多いトラブル事例の紹介)、各大学との情報交換 
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第４章 消費者の保護事業 

 

 

 消費者行政の基本は、「消費者の自立」であるが、被害に遭う多くの消費者が存在することも見過

ごすことはできない。相談・斡旋業務を充実させるとともに、ここで捉えた市民の課題を教育事業

などへ反映させることを重視していく。また、消費生活問題の解決のためには、行政だけでなく市

民団体の活動が重要かつ有効であり、その核となる消費者団体の育成・支援に取り組んだ。 

計量法や家庭用品品質表示法等に基づく計量や表示については、事業者にその適正化を図るため、

消費者保護の観点から実施した。 

 

１ 消費生活相談体制の充実・強化と事業への反映 
（１）消費生活相談  
  消費生活に関する相談や苦情の受付等をすることにより、市民の消費生活の安定向上と適正な

商品サービスの普及育成を図るため、消費生活相談員による相談業務を実施した。 

ア 相談概要 

  （ア）相談件数 

年 度 件 数 前年度比 

Ｒ３  ５，６８２件 ９３．０％ 

Ｒ２  ６，１０８件 ９４．５％ 

３１   ６，４６５件 ８９．９％ 

３０ ７，１９５件 １３１．６％ 

２９ ５，４６７件 ９５．９％ 

 

  （イ）区別内訳 

区 令和３年度 令和２年度 前年度比 

緑 区 １，２４６件(21.9%) １，２９１件(21.1%) ９６．５％ 

中央区 ２，０７２件(36.5%)  ２，３２１件(38.0%) ８９．３％ 

南 区 ２，１５５件(37.9%) ２，３０５件(37.8%) ９３．５％ 

市 内 ６５件( 1.1%)  ６８件( 1.1%) ９５．６％ 

市外・不明 １４４件( 2.6%) １２３件( 2.0%) １１７．１％ 

合 計 ５，６８２件( 100%)  ６，１０８件( 100%) ９３．０％ 

 

（ウ）相談方法 

相談方法 令和３年度 令和２年度 前年度比 

電 話 ５，３２２件(93.7%) ５，８６６件(96.0%) ９０．７％ 

来 所 ３６０件( 6.3%)  ２４２件( 4.0%) １４８．８％ 

合 計 ５，６８２件( 100%) ６，１０８件( 100%) ９３．０％ 

 

（エ）種別 

種 別 令和３年度 令和２年度 前年度比 

苦 情 ５，１０８件(89.9%) ５，５７４件(91.3%) ９１．６％ 

問合せ ５７４件(10.1%)  ５３４件( 8.7%) １０７．４％ 

合 計 ５，６８２件( 100%) ６，１０８件( 100%) ９３．０％ 
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（オ）処置内容別           ※年度を跨ぐ継続案件があるため、合計値は前ページと一致しない   

処理結果 令和３年度 令和２年度 前年度比 

他機関紹介 ９４件( 1.7%) ８７件( 1.4%) １０８．０％ 

助言(自主交渉) ２，６９６件(48.0%)  ３，４２３件(56.1%) ７８．８％ 

その他情報提供 ２，２４０件(39.9%) ２，０２０件(33.1%)  １１０．９％ 

あっせん解決 ２９３件( 5.2%)  ２７７件( 4.5%)  １０５．８％ 

あっせん不調 ２８件( 0.5%) ４１件( 0.7%) ６８．３％ 

処理不能 ６６件( 1.2%)  ５２件( 0.9%) １２６．９％ 

処理不要 ２０３件( 3.6%) ２０１件( 3.3%) １０１．０％ 

合 計 ５，６２０件( 100%)  ６，１０１件( 100%) ９６．１％ 

     

イ 相談内容（苦情相談の内訳） 

  （ア）年代別(契約当事者)                  ※合計値は種別「苦情」件数のみ                 

年 代 令和３年度 令和２年度 前年度比 

２０歳未満 １３１件( 2.6%)  １５３件( 2.8%) ８５．６％ 

２０代 ５７１件(11.2%) ５４０件( 9.7%) １０５．７％ 

３０代 ５０５件( 9.9%)  ５８１件(10.4%) ８７．０％ 

４０代 ６３３件(12.4%) ７８１件(14.0%) ８１．０％ 

５０代 ８４９件(16.6%)  ９３３件(16.7%) ９１．０％ 

６０代 ６５３件(12.8%)   ６７３件(12.1%) ９７．０％ 

７０代 ７８３件(15.3%)  ９１０件(16.3%) ８６．０％ 

８０歳以上 ４１１件( 8.0%)  ４３７件( 7.8%) ９４．１％ 

団体・不明 ５７２件(11.2%) ５６６件(10.2%) １０１．１％ 

合 計 ５，１０８件(100%)  ５，５７４件(100%) ９１．６％ 

   ※本年度より集計方法を見直したため、前年度以前の消費者行政の概要と件数は一致しない。 

 

   参 考 

   令和３年度 年齢別人口構成 （令和４年１月１日時点 住民基本台帳より） 

 

年 代 人口 割合 

２０歳未満 １１４，４９１人 １５．９％ 

２０代 ７８，５１１人 １０．９％ 

３０代 ８１，４５４人 １１．３％ 

４０代 １０８，２９５人 １５．１％ 

５０代 １０８，４７１人 １５．１％ 

６０代 ７９，１１１人 １１．０％ 

７０歳以上 １４８，７７９人 ２０．７％ 

合 計 ７１９，１１２人 １００．０％ 
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（イ）職業別(契約当事者)                   ※合計値は種別「苦情」件数のみ 

職 業 令和３年度 令和２年度 前年度比 

給与生活者 ２，１２６件(41.6%)  ２，３６０件(42.3%) ９０．１％ 

自営・自由 ２１４件( 4.2%) １７２件( 3.1%) １２４．１％ 

家事従事者 ６４６件(12.6%)    ７２４件(13.0%) ８５．６％ 

学  生 ２２７件( 4.4%)  ２６５件( 4.8%) ８５．７％ 

無  職 １，３４９件(26.4%) １，５１４件(27.2%) ８９．１％ 

行政機関 １０件( 0.2%)  ０件( 0.0%)   ０．０％ 

企業・団体 １１８件( 2.3%)  １２３件( 2.2%) ９５．９％ 

不明・無回答 ４１８件( 8.2%) ４１６件( 7.5%)  １００．５％ 

合 計 ５，１０８件(100%)  ５，５７４件( 100%) ９１．６％ 

 

 （ウ）内容別分類(契約当事者)                     ※複数内容のため件数超過          

内 容 令和３年度 令和２年度 前年度比 

安全・衛生 １１７件( 1.7%) １３５件( 1.9%) ８６．７％ 

品質・機能・役務品質 ７９７件(11.4%) ７６３件(10.5%) ８９．９％ 

法規・基準 ３１件( 0.4%) ３７件( 0.5%) ８３．８％ 

価格・料金 １８０件( 2.6%) １５６件( 2.1%)  １１５．４％ 

計量・量目 ５件( 0.0%) ０件( 0.0%)   ０．０％ 

表示・広告 １９４件( 2.8%) １７１件( 2.3%)  ８３．０％ 

販 売 方 法 １，６０５件(22.9%) １，５３７件(21.1%)  １１３．５％ 

契約・解約 ３，５８３件(51.2%) ４，０８７件(56.2%) ８７．７％ 

接客・対応 ４８２件( 6.9%) ３７５件( 5.2%)  １２８．５％ 

包装・容器 ３件( 0.0%) ６件( 0.0%) ５０．０％ 

施設・設備 ５件( 0.0%) １０件( 0.1%) ５０．０％ 

合 計 ７，００２件( 100%) ７，２７７件( 100%) ９６．２％ 

 

 （エ）販売購入形態(契約当事者)                ※合計値は種別「苦情」件数のみ 

販売購入形態 令和３年度 令和２年度 前年度比 

店舗購入 ８３４件(16.3%) ８３３件(14.9%) １００．１％ 

訪問販売 ６０７件(11.9%) ６７５件(12.1%) ８９．９％ 

通信販売 １，８７６件(36.7%) ２，１３８件(38.4%) ８７．７％ 

マルチ・マルチまがい ３６件( 0.7%) ４１件( 0.7%) ８７．８％ 

電話勧誘 １６８件( 3.3%) １５９件( 2.9%) １０５．７％ 

ネガティブ・オプション ２件( 0.0%) ２件( 0.0%) １００．０％ 

訪問購入 ３９件( 0.8%) ４１件( 0.7%) ９５．１％ 

その他無店舗 １４件( 0.3%) １１件( 0.2%) １２７．３％ 

不明・無関係 １，５３２件(30.0%) １，６７４件(30.0%)  ９１．５％ 

合  計 ５，１０８件( 100%) ５，５７４件( 100%) ９１．６％ 
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 （オ）年度別相談内容(契約当事者) 

年 度 １ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

Ｒ３ 

(5,108) 

商品一般 

（５０２） 

不動産賃借 

（２５１） 

工事・建築 

（２３５） 

修理サービス 

（１４８） 

役務・その他のサービス 

（１１５） 

Ｒ２ 

(5,574) 

商品一般 

（６０３） 

デジタルコンテンツ 

（４３２） 

工事・建築 

（３０２） 

他の健康食品 

（２６９） 

不動産貸借 

（２２６） 

３１ 

(5,915) 

商品一般 

(１，３１１) 

デジタルコンテンツ 

 (４４６) 

工事・建築 

（２３０） 

不動産貸借 

（２１９） 

他の健康食品 

(１７２) 

３０ 

（6,602） 

商品一般 

(２，４０６) 

デジタルコンテンツ 

 (５９３) 

不動産貸借 

（２３５） 

工事・建築 

（２０７） 

・インターネット接続回線 

・携帯電話サービス 

(１１６) 

２９ 

（5,009） 

デジタルコンテンツ 

(７２０) 

商品一般 

(６３４) 

不動産貸借 

（２３５） 

工事・建築 

（１８５） 

インターネット接続回線 

 (１３１) 

 ※令和３年度より分類項目が変更され、「デジタルコンテンツ」が廃止となったことから、 

これまで「デジタルコンテンツ」にカウントされていた相談内容が他の項目に分類された。 

 

（カ）年代別相談内容(契約当事者) 

区 分 １ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

20 歳未満 

(131) 

インターネットゲーム 

（１７） 

他の化粧品 

（１３） 

商品一般 

（１０） 

アダルト情報 

（１０） 

異性交際関連サービス 

（７） 

20 歳代 

(571) 

不動産貸借 

（５５） 

エステティックサービス 

（３７） 

商品一般 

（３４） 

他の内職・副業 

（２３） 

異性交際関連サービス 

（１９） 

30 歳代 

(505) 
不動産貸借 

（６６） 

商品一般 

（２６） 

フリーローン・サラ金 

（１３） 

インターネット接続回線 

（１２） 
役務・その他のサービス 

（１２） 

40 歳代 

(633) 

不動産貸借 

（３７） 

商品一般 

（３６） 

工事・建築 

（２１） 

基礎化粧品 

（１９） 

他の健康食品 

（１６） 

50 歳代 

(849) 
商品一般 

（５９） 

工事・建築 

（３７） 

不動産貸借 

（３０） 

修理サービス 

（３０） 

他の健康食品 

（２４） 

60 歳代 

(653) 
商品一般 

（７０） 

工事・建築 

（３４） 

修理サービス 

（２１） 

他の健康食品 

（１９） 

フリーローン・サラ金 

（１８） 

70 歳代 

(783) 

商品一般 

（１０１） 

工事・建築 

（５３） 

修理サービス 

（３０） 

携帯電話サービス 

（２６） 

役務・その他のサービス 

（２６） 

80 歳以上 

（411） 

商品一般 

（４９） 

工事・建築 

（４２） 

修理サービス 

（１３） 

携帯電話サービス 

（１３） 

電気 

（１０） 

不明 

(572) 
商品一般 

（１２０） 

工事・建築 

（３１） 

不動産貸借 

（２２） 

フリーローン・サラ金

（１７） 
役務・その他のサービス 

（１５） 
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（キ）相談事例 

『商品一般』（身に覚えがない商品の代金請求や架空請求はがきなどに関する相談） 

相談事例：スマートフォンに身に覚えのない料金未納のＳＭＳが届き、相手に連絡をし

た。「サイト利用料３０万円が未納。既に裁判の申立てをしている。」と言わ

れ、電子マネーカードで支払った。翌日「あなたのスマホからウイルスが発信

されている。」「損害賠償をされた場合のために高額の保険に入るように。」な

ど次々とメールが届き、その都度請求された金額を支払った。 

  ⇒ ・身に覚えがない場合は、相手に連絡しない。 

・お金を支払うと取り戻すことが難しいため、慌てて支払わない。 

・迷惑メールフィルターを設定して、不審なＳＭＳが届かないようにする。 

・宅配業者等の偽メールにも注意し、安易にリンク先をクリックしない。 

『工事・建築』（住宅リフォームや建物の請負工事などに関する相談） 

相談事例：「火災保険などの損害保険を使って自己負担なく住宅の修理ができる」などと屋

根の修繕を勧められた。申し込み時には、保険金の３０％を手数料として支払

う旨の説明がなかったため、不審に思い、クーリング・オフをしたところ、手

数料は支払うよう言われた。 

  ⇒ ・保険金が支払われるのか、修理の契約をする前に保険会社へ相談する。 

・手数料やキャンセル料などの費用について、契約前にしっかり確認する。 

・本当に修理が必要か周囲の人に相談する。 

『不動産貸借』（敷金の返還や原状回復・退去時などに関する相談） 

相談事例：賃貸アパートの退去後、退去時の立ち会いでは指摘されなかったロールカーテ

ン代やフローリング汚れの掃除代を強引に請求された。 

  ⇒ ・退去時は、家主や管理会社等の立会いで部屋の現状を確認する。 

・提示された原状回復費用の内訳について、家主側に十分な説明を求める。 

・修繕費の明細が記載された見積書や敷金精算書等を請求する。工事代等が高

いと感じたときは、複数の業者から見積書を取るよう家主側へ要求する。 

『修理サービス』（排水管のつまり解消や電気製品の修理などに関する相談） 

相談事例：トイレが詰まったので慌ててインターネットで調べたところ、「トイレのつまり

修理、３０００円～修理可能」と書かれたサイトを見つけたため、業者に来訪し

てもらった。「高圧洗浄の必要がある」と言われ、やむなく了承したが、１０万円

の請求をされた。高すぎるように思うので、減額してほしい。 

   ⇒ ・依頼前に、市販のラバーカップでの吸引ができないか試みる。 

・集合住宅の場合は、自分で業者を呼ぶ前に、管理人等に相談する。 

・戸建て住宅の場合は、住宅メーカーや施工業者に相談する。 

・可能であれば複数業者から見積もりを取り、代金の内訳について説明を求める。 

『異性交際関連サービス』（出会い系サイトやマッチングアプリでのやり取りに関する相談） 

相談事例：ＳＮＳで知り合った男性から「別のサイトでやりとりしましょう」と誘われ、登

録した。やり取りを続けるためには１万円分のポイントの購入が必要と言われ、

言われるがまま支払ったが、その後すぐに、追加で５万円分のポイントの購入を

求められ不審に感じた。 

   ⇒ ・ＳＮＳ上でのやり取りは、相手の素性がわからないため、慎重に判断する。 

     ・ＳＮＳ上に個人情報や身元が分かるような投稿は安易にしない 

     ・出会い系サイトやマッチングアプリを利用する際は、利用規約をよく確認する。 
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ウ 救済金額  

救済金額の内容 令和３年度 令和２年度 

回復額※1 ４９，５３６千円   ４９，９８５千円  

クーリング・オフ額※2 ８１，２５４千円  ６７，６７０千円  

未然防止額※3 ７９，２４５千円  ３４，４４３千円  

※１：既に契約・申込みをしてしまった金額の全部または一部が相談者に返金された金額 

   もしくは、支払いを免除された金額 

※２：クーリング・オフにより、返金、解約、取り消された金額 

※３：契約前に相談したことにより、支払いを免れた金額（相談者の申告による金額を含む） 

 

（２）多重債務相談  
   本市の多重債務相談は、消費生活相談員による相談のみであったが、早期解決を図るため、

平成２０年６月から横浜弁護士会(H28.4.1 より神奈川県弁護士会へ改称)、神奈川県司法書士

会の協力により、専門相談(無料債務相談)を実施している。 

［場 所］消費生活総合センター 

［日 時］毎週木曜日 午後１時２０分～４時３０分(１コマ約４０分/全８コマ) 

年度 多重債務相談※１ 
専門相談※２ 専門相談以外 

苦情相談に対する割合 
弁護士相談 司法書士相談 他機関を紹介等※３ 

Ｒ３年度 ７９件 ２９件 ０件 ５０件 １.５％( 79/5,108 件) 
Ｒ２年度 ８０件 １２件 ０件 ６８件 １.４％( 80/5,574 件) 
３１年度 ９６件 ３９件 ０件 ５７件 １.６％( 96/5,915 件) 
３０年度 １０４件 ５１件 ０件 ５３件 １.６％(104/6,602 件) 
２９年度 ８９件 ４７件 ０件 ４２件 １.８％( 89/5,009 件) 

※１：ＰＩＯ－ＮＥＴシステムにおける多重債務に関するキーワードの分類原則が変更されたため、 

   集計方法の見直しを行った（Ｒ３）。 

※２：弁護士・司法書士相談件数は多重債務相談件数の内数。 

※３：相談内容に応じて、法テラス、神奈川県弁護士会ほかを案内。 

 

（３）町田市との相互相談  
平成１２年に開催された首長懇談会により、平成１３年度から相互相談（来所相談のみ）を

開始するとともに、以後、消費生活相談会議を開催し、情報交換を実施している。 

 ア 相互相談 

年度 
相模原市民が 

町田市へ相談 

町田市民が 

相模原市へ相談 

Ｒ３年度 ７件 ５件 

Ｒ２年度 ５件 ０件 

３１年度 ６件 ６件 

３０年度 ９件 １１件 

２９年度 ８件 １６件 

 

イ 消費生活相談会議 

［開催日］令和３年１２月１４日(火) 

［内 容］消費生活相談状況、相互の情報交換(他課からの苦情確認、オンラインで行う 

事業、ＳＤＧｓの取り組み等)について 
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（４）消費生活特別相談  
ア 関東甲信越ブロック共同事業「高齢者被害特別相談」(再掲) 

  関東甲信越ブロック高齢者被害防止共同キャンペーン(９月)の一貫として行ったもの 

［期間］令和３年９月２０日(月・祝)～２２日(水) 

［場所］消費生活総合センター 

［内容］高齢者を対象とした消費生活特別相談を実施 

イ 関東甲信越ブロック共同事業「若者トラブル１８８番」（再掲） 

  関東甲信越ブロック若者被害防止共同キャンペーン(１月～３月)の一貫として行ったもの 

［期間］令和４年１月９日(日・祝)～１１日(火) 

［場所］消費生活総合センター 

［内容］若者を対象とした消費生活特別相談を実施 

 
（５）事業者指導等  

市民の消費生活の安定向上と適正な商品サービスの普及を図るため、不適正な取引行為を

行っている事業者の情報交換や今後の指導について検討した。 
神奈川県消費者被害拡大防止連絡会議に参加  ４回 

 

２ 消費者団体の育成・支援等  
消費者問題の解決及び消費生活に関する意識、取組の活性化を図るため、会議室の貸し出し等

の支援を行う他、活動の場を提供するなど、消費者団体の育成・支援等に取り組んだ。 

 

（１）消費者団体名簿  
ア さがみはら消費者の会(平成 29 年 6 月 14 日設立) 

    さがみはら消費者の会加盟団体 

 団 体 名 

１ 松葉町婦人会消費生活部 

２ 生活協同組合パルシステム神奈川ゆめコープ 

３ 個人参加 

 

イ 市内の生活協同組合 

 組 合 名 

１ 生活協同組合ユーコープ 

２ 生活協同組合パルシステム神奈川ゆめコープ（相模センター） 

３ 神奈川北央医療生活協同組合 

４ さがみ生活クラブ生活協同組合 

５ 麻布大学生活協同組合 

６ 宇宙科学研究所生活協同組合 

７ 相模原市職員生活協同組合 

    ※相模原市生活協同組合運営協議会（１、２、３、４、５、６） 

 

（２）支援内容  
会議室の貸出し、市民さくらまつり(中止)でのブース出展協力、後援など 
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（  ）は不合格数 

（  ）は不適正数 

（３）協働等事業  
消費者団体との協働等による消費生活事業として実施 

ア みんなの消費生活展(第５３回)(再掲) 

   ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

 

（４）生活協同組合に係る市町村経由文書  
経由対象文書は、生協法等に定める知事に提出するすべての書類となっているが、

事務の合理化・簡素化を図るため､市町村の施策に関係する書類に限定することとさ

れている。 

（事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定める規則） 

・対象経由文書           令和３年度 ８件(令和２年度 ７件) 

・消費生活関連共催等名義使用承認  令和３年度 ４件(令和２年度 １件) 

 

３ 計量及び表示の適正化  
（１）計量  

ア 計量器定期検査 

   計量法に基づき、商店、事業所等で取引・証明に使用される特定計量器について、商品の

量目の正確性と取引の適正化を図るため、２年に１回、市域を二分割して実施している(平

成１６年度～)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 立入検査 

（ア）商品量目検査 

商品の製造及び販売の過程における適正な量目を確保し、消費者の不利益を防止する   

とともに事業者(主にスーパー)の計量管理指導を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

年度 地区 実施者 事業者数 
検査個数 計 量 器 内 訳 

計 はかり 分銅・おもり 

Ｒ３ 南 
計量協会 ７７９ １，７９８(17) １，５６６(17) ２３２(0) 

上記以外 ６４ ９２１( 3) ８１１( 3) １１０(0) 

Ｒ２ 北 
計量協会 ３４４ １，１９３(11) １，０３３(11) １６０(0) 

上記以外 ４５ ３１６( 2) ３０１( 2) １５(0) 

３１ 南 
計量協会 ７８３ １，８７０(18) １，５７３(18) ２９７(0) 

上記以外 ７２ ６８７( 6) ６１２( 6) ７５(0) 

３０ 北 
計量協会 ２５１ ８９９(13) ６７４( 4) ２２５(9) 

上記以外 ９４ ６６３( 5) ６４７( 5) １６(0) 

年度 時 期 実施日 事業者数 検査個数 
検査個数内訳 

食肉類 魚介類 青果類 惣菜類 

Ｒ３ 

前 期 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

後 期 12/10 ２(0) １５９(0) ４０ ４０ ３９ ４０ 

計 ２(0) １５９(0) ４０ ４０ ３９ ４０ 

Ｒ２ 

前 期 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

後 期 

計       

３１ 

中 元 7/30 ２(0) １５５(0) ４０ ４０ ３５ ４０ 

歳 末 12/3・10・17 ６(0) ３５１(0) ８９ ７９ ７９ １０４ 

計 ８(0) ５０６(0) １２９ １１９ １１４ １４４ 
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（イ）商品試買検査 

県及び計量特定市とともに、同一商品を対象に適正計量に係る量目検査を実施した。 

 

年度 実施日 商  品 製造業者数 種 類 検査個数 

Ｒ３ 8/26 ふりかけ ４ ５ ２５ 

Ｒ２ 9/1 即席めん ４ ５ ２５ 

３１ 10/8 マカロニ類 ２ ５ ２５ 

 

（ウ）特定計量器の検査 

     取引・証明に使用されている各計量器について、適正使用の確認及び計量管理の徹底を

図るため、各事業所へ立入り検査を行った。 

 

● 質量計                         （  ）は不適正数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●石油ガスメーター(ＬＰガスメーター) 

     ［対象］ 市内石油(ＬＰ)ガス事業所           （  ）は不適正数 

 

 

 

 

 

●タクシーメーター 

    ［対象］ タクシー事業者                （  ）は不適正数 

 

 

            

 

 

●燃料油メーター 

［対象］ 燃料油販売事業者               （  ）は不適正数 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 時 期 実施日 事業者数 検査個数 

Ｒ３ 

前 期 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

後 期 12/10 ２(0) １０(0) 

計 12/10 ２(0) １０(0) 

Ｒ２ 

前 期 
新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

後 期 

計   

３１ 

中 元 7/30 ２(0) １２(0) 

歳 末 12/3・10・17 ６(0) ３４(0) 

計 ８(0) ４６(0) 

年度 実施日 事業者数 台帳検査個数 現物検査個数 

Ｒ３ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

Ｒ２ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

３１ 2/18・25 ２(0) ５，０７０(0) ３(0) 

年度 実施日 事業者数 台帳検査個数 現物検査個数 

Ｒ３ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

Ｒ２ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

３１ 2/18・25 ２(0) ６９(0) ３(0) 

年度 実施日 事業者数 台帳検査個数 現物検査個数 

Ｒ３ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

Ｒ２ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため中止 

３１ 2/18・25 ３(0) ０ ４７(0) 
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※店舗合計数は延件数 

（２）計量思想の普及・啓発  
ア 正量取引強調月間運動 

商取引における計量の適正化と消費者の計量思想の啓発を図るため、商取引が増大する中

元期及び歳末期に実施した。 

［期 間］令和３年７月１日～３１日、１２月１日～３１日 

［内 容］ポスターの作成・配布 

［配布先］７６箇所 

 

イ 計量教室(再掲) 

例年開催している「夏休み子ども消費者教室」は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止

のため中止となった。 

 

ウ 計量ブースの出展(再掲) 

例年出展している「みんなの消費生活展」は新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため

中止となった。 

 

エ 計量管理強調月間運動 

［期 間］令和３年１１月１日～３０日 

［内 容］計量管理実施報告書の受理及び進達、ポスターの作成・配布 

［配布先］１００箇所 

 

 

（３）表示監視（家表法及び製品安全四法に基づく立入検査）  
平成２４年４月１日から電気用品安全法、ガス事業法、液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律に基づく立入検査事務について県から移譲された。 

そのため、先に移譲されていた家庭用品品質表示法及び消費生活用製品安全法に基づく立入

検査(昭和５６年１月１日に県から移譲)とともに、日常生活で使う家庭用品に適正な表示

がされているか、消費生活用製品や電気用品などの指定された製品について、国が定

めた技術上の基準を満たしていることを証する表示があるかを立入検査により確認

する。 

 

ア 家庭用品品質表示法に基づく立入検査 

令和３年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

平成３１年度 検査実施店舗 １店 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 店舗数 品目数 検査点数(Ａ) 
無表示

点数(Ｂ) 

不適正

点数(Ｃ) 

適正表示率 

(Ａ－(Ｂ＋Ｃ))/Ａ×100  

繊維製品 １ １４ ６９９ ０ ０ １００％ 

合成樹脂加工品 １ ８ ６１２ ０ ０ １００％ 

電気機械器具 ２ １５ １，１７３ ０ ０ １００％ 

雑貨工業品 ２ １３ １，６０１ ０ ０ １００％ 

合  計 ６ ５０ ４，０８５ ０ ０ １００％ 
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イ 消費生活用製品安全法に基づく立入検査 

令和３年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

平成３１年度 検査実施店舗 １店 

 

 

ウ 電気用品安全法に基づく立入検査 

令和３年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

平成３１年度 検査実施店舗 ２店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

直流電源装置(特定) ２ １０５ ０ 

 
 

リチウムイオン蓄電池 １ ７３ ０  

 

エ ガス事業法に基づく立入検査 

令和３年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

平成３１年度 検査実施店舗 １店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

ガスこんろ １ ４ ０  

 

オ 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律に関する立入検査 

令和３年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

令和２年度 ※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止 

平成３１年度 検査実施店舗 １店 

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違反内容 

カートリッジガスこんろ １ ２ ０  

一般ガスこんろ １ ４ ０  

 

 

  

  

区 分 店舗数 機種数 違反件数 違 反 内 容 

家庭用圧力鍋及び圧力釜 １ ４ ０  

ライター １ ９ ０  
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条例・規則等 

相模原市消費生活条例 

 

平成２１年１２月２２日 

条例第６５号 

 

目次 

第１章 総則(第１条―第９条) 

第２章 消費者の安全確保 

第１節 安全な商品等の供給(第１０条―第１２条)  

第２節 表示等の適正化(第１３条―第２０条) 

第３節 安心できる取引(第２１条・第２２条) 

第４節 生活関連商品の安定した供給(第２３条―第２５条) 

第５節 事業者への調査及び公表(第２６条・第２７条) 

第６節 消費者被害の救済(第２８条―第３１条) 

第３章 消費者の自立支援(第３２条―第３６条) 

第４章 雑則(第３７条・第３８条) 

附 則 

 

第１章 総則 

(目的) 

第１条 この条例は、市民の消費生活について、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力

の格差にかんがみ、消費者の権利の確立及び自立のため、市が実施する施策について必要な事項を定

めるとともに、市及び事業者の責務並びに消費者の役割を明確にし、それぞれの責任を果たすことに

より、市民が安全で安心できる消費生活を確保し、もって将来にわたりその安定と向上を図ることを

目的とする。 

(基本理念) 

第２条 すべての市民が安全で安心できる消費生活を確保するため、消費者の利益の擁護及び増進に関

する市の総合的施策は、消費者の自立を支援するとともに、次に掲げる消費者の権利を尊重して行わ

れなければならない。 

（１）商品又はサービス(以下「商品等」という。)によって消費者の生命、身体又は財産が侵されない

権利 

（２）適正な表示等により消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保される権利 

（３）不適正な取引行為により消費者が被害を受けない権利 

（４）消費者被害から適切かつ速やかに救済される権利 

（５）消費者に必要な情報が速やかに提供される権利 

（６）自立した消費者となるために消費者教育を受ける権利 

（７）多重債務問題から救済される権利 

（８）消費者の意見が市の施策に反映される権利 

２ 消費者に関する市の施策の推進は、消費者の年齢、経済状況その他の特性、高度情報通信社会の進

展、国際化の進展及び循環型社会の推進等の環境保全に配慮して行わなければならない。 

(市の責務) 

第３条 市は、基本理念にのっとり、市民が安全で安心できる消費生活を確保するため、地域の状況に

応じた施策を策定し、及び実施しなければならない。 

２ 市は、施策の実施に当たっては、消費者、消費者団体、事業者及び事業者団体と協働で行うよう努

めなければならない。 

(事業者の責務) 

第４条 事業者は、基本理念にかんがみ、次に掲げる措置を講ずるとともに、消費者が安全で安心でき

る消費生活を確保するため、積極的に市の施策に協力し、又は自ら適切な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

参考 
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（１）消費者の安全及び公正な取引を確保すること。 

（２）消費者に必要な情報を分かりやすく提供すること。 

（３）消費者の年齢、知識、経験及び経済状況に配慮した取引を行うこと。 

（４）消費者の苦情等に適切かつ速やかに対応するための体制づくりに努め、これを的確に処理するこ

と。 

（５）事業活動に当たって、循環型社会の推進等の環境保全に配慮すること。 

(事業者団体の責務) 

第５条 事業者団体は、事業者の取組を尊重しつつ、関係団体と連携し、苦情等の処理の体制の整備及

び消費者の信頼を得るための自主的な活動の推進に努めなければならない。 

２ 事業者団体は、消費者が安全で安心できる消費生活を確保するため、積極的に市の施策に協力する

よう努めなければならない。 

(消費者の役割) 

第６条 消費者は、自ら進んで消費生活に関する情報を収集し、知識を習得し、及び積極的に意見を述

べ、責任を持って自主的かつ合理的に行動するよう努めるものとする。 

２ 消費者は、著作権その他知的財産権の適正な保護に努めるものとする。 

３ 消費者は、商品等を適切かつ安全に使用又は利用するよう努めるものとする。 

４ 消費者は、消費生活において循環型社会の推進等の環境保全に配慮するよう努めるものとする。 

(消費者団体の役割) 

第７条 消費者団体は、関係団体と連携し、消費生活に関する情報を収集し、それを積極的に提供し、

意見を述べ、並びに消費者の権利の拡充及び自主的かつ合理的な行動の推進のための啓発及び教育の

支援を行うよう努めるものとする。 

(相互理解及び協力等) 

第８条 市、消費者、消費者団体、事業者及び事業者団体は、この条例の目的を達成するため、それぞ

れの責務又は役割を相互に理解し、尊重し、及び協力するものとする。 

２ 市長は、市民が安全で安心できる消費生活を確保するために必要と認める場合は、国、県及び他の

地方公共団体に必要な措置を講ずるよう要請することができる。 

３ 市は、国、県及び他の地方公共団体が実施する消費生活に関する施策について協力を要請された場

合は、その要請に応ずるものとする。 

(消費生活基本計画) 

第９条 市長は、この条例の目的を達成し、消費生活に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

消費生活基本計画を策定しなければならない。 

２ 市長は、消費生活基本計画の策定に当たっては、相模原市消費生活審議会(以下「審議会」という。)

の意見を聴かなければならない。 

第２章 消費者の安全確保 

第１節 安全な商品等の供給 

(危険な商品等の供給禁止) 

第１０条 事業者は、消費者の生命若しくは身体に危害又は財産に損害を及ぼし、又は及ぼすおそれの

ある商品等の供給をしてはならない。 

２ 事業者は、供給する商品等の品質管理及び質の向上を図り、安全な商品等の供給に努めなければな

らない。 

３ 事業者は、供給する商品等が適切かつ安全に使用又は利用されるように説明等をするよう努めなけ

ればならない。 

４ 事業者は、供給する商品等が消費者の生命若しくは身体に危害又は財産に損害を及ぼし、又は及ぼ

すおそれがある場合は、直ちにその事実を公表し、速やかに商品等の供給中止、回収等被害防止のた

めに適切な措置を講じなければならない。 

(危険な商品等に対する措置) 

第１１条 市長は、商品等が消費者の生命若しくは身体に危害又は財産に損害を及ぼすおそれがある場

合は、当該商品等について必要な調査を行い、又は事業者に対して当該商品等が安全であることの立

証を求めることができる。 
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２ 市長は、前項の調査又は立証の結果、商品等が消費者の生命若しくは身体に危害又は財産に損害を

及ぼし、又は及ぼすおそれがあると認める場合は、速やかに商品等の供給中止、回収等被害防止のた

めに適切な措置を講ずるよう事業者に指導又は勧告を行うことができる。 

(緊急被害防止措置) 

第１２条 市長は、商品等が消費者の生命若しくは身体に重大な危害又は財産に重大な損害を及ぼすこ

とが明確であり、被害の防止のため緊急の必要がある場合は、直ちに商品等の名称、事業者の氏名又

は名称その他必要な情報を消費者へ提供するものとする。 

２ 前項に規定する場合において、事業者は、速やかに商品等の供給中止、回収等被害防止のために適

切な措置を講じなければならない。 

第２節 表示等の適正化 

(適正な表示) 

第１３条 事業者は、商品等を供給するに当たり、次に掲げる事項を適正に分かりやすく表示するよう

努めなければならない。 

（１）商品等を供給する事業者の住所、氏名又は名称及び連絡先 

（２）商品等の価格又は質量若しくは時間等の単位当たりの価格 

（３）商品等を適切かつ安全に使用又は利用するための方法 

（４）自動販売機等の機械又はテレビ、インターネット等の通信販売により商品等を供給する場合、取

引に必要な事項 

（５）商品の保証及び修理に関する事項 

（６）商品を廃棄する場合の注意事項及び再利用等の方法 

(表示基準) 

第１４条 市長は、前条の規定による商品等に表示すべき事項その他事業者が遵守すべき基準(以下「表

示基準」という。)を定めることができる。 

２ 市長は、表示基準を定め、又は変更し、若しくは廃止する場合は、審議会の意見を聴かなければな

らない。 

３ 市長は、前２項の規定により表示基準を定め、又は変更し、若しくは廃止する場合は、その旨を告

示するものとする。 

(表示基準の違反に対する措置) 

第１５条 市長は、事業者が表示基準に違反している疑いがある場合は、必要な調査を行うことができ

る。 

２ 市長は、前項の調査の結果、事業者が表示基準に違反している場合は、当該事業者に対して基準を

遵守するよう指導又は勧告を行うことができる。 

(見積書の発行) 

第１６条 事業者は、商品等の供給に当たり、価格の内訳が分かりにくく、消費者に誤認を与えるおそ

れがある場合は、事前にサービスの内容、価格の内訳等重要な事項を説明し、かつ、分かりやすい見

積書を発行するよう努めるものとする。 

(包装の適正化) 

第１７条 事業者は、商品の内容を誇張し、又は消費者に誤認を与えるような過大又は過剰な包装をし

てはならない。 

２ 消費者は、商品の購入に際して、適正に包装された商品の購入に努めるものとする。 

(計量の適正化) 

第１８条 市長は、消費者と事業者との間の取引において適正な計量が確保されるよう必要な施策を講

ずるものとする。 

２ 事業者は、商品等の供給に当たっては、適正な計量に努めなければならない。 

(広告の適正化) 

第１９条 事業者は、商品等の広告について、虚偽又は誇大な表現、消費者が選択を誤るおそれのある

表現等不適正な表現をしてはならない。 

(約款の適正化) 

第２０条 事業者は、商品等の供給に当たっては、消費者の利益を不当に害する内容の約款を用いては

ならない。 
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第３節 安心できる取引 

(不適正な取引行為の禁止) 

第２１条 事業者は、消費者との取引に当たっては、次に掲げる不適正な取引行為を行ってはならない。 

（１）消費者に販売の意図を隠して接近し、商品等の内容等取引を行うための重要な情報を提供せず、

又は誤信を招く情報を提供することにより、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（２）消費者を執ように説得することにより、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（３）消費者を心理的に不安な状態に陥れ、又は自由な意思決定を妨げることにより、契約の締結を勧

誘し、又は契約を締結させる行為 

（４）消費者に不当に不利益をもたらすことが明確な内容の契約を締結させる行為 

（５）消費者又はその関係人を欺き、威迫して困惑させる等不当な手段を用いて、消費者又はその関係

人に契約(契約の成立又はその内容について当事者間で争いがあるものを含む。)に基づく債務の履

行を迫り、又は履行させる行為 

（６）契約に基づく債務の完全な履行が無い旨の消費者の苦情に対し、適切な処理をせず、債務の履行

を拒否し、若しくはいたずらに遅延させ、又は取引内容を一方的に変更し、若しくは終了する行為 

（７）消費者の正当な根拠に基づく契約の申込みの撤回、契約の解除若しくは取消しの申出若しくは契

約の無効の主張に際し、これらを妨げ、契約の成立若しくは存続を強要し、又は契約の申込みの撤

回、契約の解除若しくは取消しの申出若しくは契約の無効の主張が有効に行われたにもかかわらず、

このことによって生じた債務の履行を拒否し、若しくはいたずらに遅延させる行為 

（８）消費者が他の事業者から商品等を購入することを条件又は原因として、当該消費者に対して、当

該購入に要する資金の貸付けその他信用の供与又は保証の受託をする契約において、消費者の利益

を不当に害することが明確にもかかわらず、契約の締結を勧誘し、若しくは契約を締結させ、又は

債務の履行を迫り、若しくは履行させる行為 

(不適正な取引行為に対する措置) 

第２２条 市長は、事業者が不適正な取引行為を行っている疑いがある場合は、当該行為に対して必要

な調査を行うことができる。 

２ 市長は、前項の調査の結果、事業者が不適正な取引行為を行っていると認める場合は、当該事業者

に対して当該行為を是正するよう指導又は勧告を行うことができる。 

第４節 生活関連商品の安定した供給 

(生活関連商品の情報収集と価格の安定) 

第２３条 市長は、日常生活と関連の深い商品(以下「生活関連商品」という。)について必要がある場

合は、価格、需給その他必要な情報を収集し、必要に応じてその情報を消費者へ提供するものとする。 

２ 事業者は、生活関連商品の円滑な流通及び価格の安定に努めなければならない。 

(特定生活関連商品の指定) 

第２４条 市長は、生活関連商品の供給が著しく不足し、若しくは価格が著しく高騰し、又はそのおそ

れがある場合は、当該生活関連商品を特定生活関連商品として指定し、事業者に対して当該特定生活

関連商品の円滑な流通及び価格の安定に協力するよう要請することができる。 

２ 市長は、前項に規定する状態が消滅した場合は、同項の規定による指定を解除するものとする。 

３ 市長は、前２項の規定により特定生活関連商品を指定し、又は解除した場合は、その旨を告示しな

ければならない。 

(特定生活関連商品に対する措置) 

第２５条 市長は、特定生活関連商品について事業者が買占め又は売惜しみにより、円滑な流通又は価

格の安定を妨げる行為を行っている疑いがある場合は、当該行為に対して必要な調査を行うことがで

きる。 

２ 市長は、前項の調査の結果、事業者が円滑な流通又は価格の安定を妨げる行為を行っていると認め

る場合は、当該事業者に対して当該行為を是正するよう指導又は勧告を行うことができる。 

第５節 事業者への調査及び公表 

(調査) 

第２６条 市長は、第１１条第１項、第１５条第１項、第２２条第１項又は第２５条第１項に規定する

権限を行使するため、事業者及びその関係者に対して、資料及び商品の提出、報告、説明等を求める

ことができる。 
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２ 市長は、第１１条第１項、第１５条第１項、第２２条第１項又は第２５条第１項に規定する権限を

行使するため必要な限度において、その職員を事業所及び事務所その他事業に関係のある場所に立ち

入らせ、帳簿、書類その他の物件を調査させ、又は関係者に質問させることができる。 

３ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、事業者及びその関係者

の請求があった場合は、これを提示しなければならない。 

４ 市長は、第１項の規定により事業者から商品の提出があった場合は、事業者及びその関係者に対し

て正当な補償を行うものとする。 

５ 第２項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

(公表) 

第２７条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該事業者の氏名又は名称その他

必要な事項を公表することができる。ただし、当該事業者に正当な理由がある場合は、この限りでな

い。 

（１）第１１条第１項の規定による立証に応じない場合 

（２）第１１条第２項、第１５条第２項、第２２条第２項又は第２５条第２項の規定による勧告に従わ

ない場合 

（３）前条第１項の規定による資料及び商品の提出、報告、説明等必要な調査に応ぜず、又は虚偽の報

告等をした場合 

（４）前条第２項の規定による調査に応ぜず、又は虚偽の答弁等をした場合 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとする場合は、あらかじめ、その理由を当該事業者及びそ

の関係者に通知するとともに、意見を述べる機会を与えなければならない。ただし、緊急を要する場

合又は当該事業者及びその関係者の所在が不明で通知できない場合は、この限りでない。 

３ 第１項の規定による公表をしようとする場合は、あらかじめ、審議会の意見を聴かなければならな

い。ただし、緊急を要する場合は、この限りでない。 

第６節 消費者被害の救済 

(苦情及び相談の処理) 

第２８条 市長は、消費者から事業者との取引によって生じた苦情又は相談があった場合は、速やかに

これを解決するために必要な助言、あっせんその他必要な措置を講じなければならない。 

２ 市長は、前項の措置を講ずるため、消費生活センター等での相談体制を充実させなければならない。 

(消費生活審議会のあっせん又は調停) 

第２９条 市長は、前条第１項の措置を講じたにもかかわらず解決が困難であり、公正かつ速やかな解

決のために必要であると認める場合は、審議会によるあっせん又は調停に付すことができる。 

２ 審議会は、あっせん又は調停のために必要があると認める場合は、消費者、事業者又はその関係者

に審議会への出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

(多重債務問題への対応) 

第３０条 市長は、多重債務問題の未然防止、拡大防止、解決及び再発防止のため、啓発活動の充実、

相談体制の整備等必要な措置を講じなければならない。 

(消費者訴訟の援助) 

第３１条 市長は、消費者が事業者との取引で被害を受け、消費者が事業者に訴訟を提起する場合又は

事業者に訴訟を提起された場合において、次に掲げる要件を満たすときは、当該消費者に対し、当該

訴訟に係る経費の貸付け(以下「貸付金」という。)及び資料の提供等訴訟に対する必要な援助を行う

ことができる。 

（１）同一又は同種の原因による被害が多数発生し、又はそのおそれがあること。 

（２）当該消費者が貸付金を受けなければ訴訟の提起、訴訟の維持又は応訴が困難であること。 

（３）当該取引が審議会の審議に付されていること。 

（４）当該取引発生時に当該消費者が市内に住所を有し、貸付金の申込み時に引き続き市内に住所を有

していること。 

２ 貸付金は、無利子とする。 

３ 市長は、訴訟の結果、当該消費者が当該貸付金の額以上の金額を得ることができなかった場合その

他貸付金を返還させないことが適当であると認める場合は、当該貸付金の全部又は一部の返還を免除

することができる。 
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第３章 消費者の自立支援 

(消費者教育の推進等) 

第３２条 市は、消費者が消費生活に関する知識を習得し、自立した消費者として自主的かつ合理的に

行動することを支援するため、消費者教育に関する施策の推進及び学習支援のための環境整備に努め

なければならない。 

２ 市は、取引行為について判断能力が十分でない人の消費者被害を防ぐため、必要な施策の推進に努

めなければならない。 

(情報の収集と提供) 

第３３条 市は、消費者の自主的かつ合理的な行動の支援及び消費者被害の防止のため、消費生活に関

する情報を収集し、啓発活動に努めなければならない。 

(消費者団体の育成) 

第３４条 市は、消費者団体の育成及び自主的な活動の促進を図るため、必要な施策を推進しなければ

ならない。 

(消費者意見の反映) 

第３５条 市長は、消費生活に関する施策の策定又は実施に関し、消費者及び消費者団体の意見を把握

し、これを反映させるよう努めなければならない。 

２ 市長は、消費者、消費者団体、事業者及び事業者団体が相互の理解と協力により安全で安心できる

消費生活を確保するため、情報及び意見の交換を行う交流の機会を設けるよう努めなければならない。 

(市長への申出) 

第３６条 消費者は、事業者がこの条例の規定に違反し、又は市長が必要な措置を講じていないことに

より、消費者の権利が侵害され、又は侵害されるおそれがある場合は、市長にその旨を申し出て適切

な措置を講ずるよう求めることができる。 

２ 市長は、前項の規定による消費者からの申出に対し必要と認める場合は、適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

第４章 雑則 

(適用除外) 

第３７条 第２章第１節の規定は、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律(昭和３５年法律第１４５号)第２条第１項に規定する医薬品については、適用しない。 

２ 第２章の規定は、次に掲げるものについては、適用しない。 

（１）医師、歯科医師その他これらに準ずる者により行われる診療行為及びこれに準ずる行為 

（２）法令に基づいて規制されている商品等の価格 

(委任) 

第３８条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 抄 

(施行期日) 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則(平成２６年１０月２９日条例第５６号) 

この条例は、平成２６年１１月２５日から施行する。 
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相模原市消費生活条例施行規則 

 

平成２２年３月３１日 

規則第５３号 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は、相模原市消費生活条例(平成２１年相模原市条例第６５号。以下「条例」という。)

の施行について必要な事項を定めるものとする。 

(危険な商品等に対する立証要求) 

第２条 条例第１１条第１項の規定により事業者に対し、立証を求めるときは、立証の期限を付した立

証要求書により行うものとする。 

２ 市長は、前項の期限までに立証することが困難である旨の申出があった場合において、正当な理由

があると認めるときは、当該期限の延長をすることができる。 

(危険な商品等に対する勧告) 

第３条 条例第１１条第２項の勧告は、被害防止勧告書により行うものとする。 

(緊急被害防止措置) 

第４条 条例第１２条第１項の規定による情報の提供は、市のホームページ、新聞その他の広報媒体を

通じて行うものとする。 

(表示基準の違反に対する勧告) 

第５条 条例第１５条第２項の勧告は、表示是正勧告書により行うものとする。 

(不適正な取引行為) 

第６条 条例第２１条に規定する不適正な取引行為に該当する取引行為は、別表のとおりとする。 

(不適正な取引行為に対する勧告) 

第７条 条例第２２条第２項の勧告は、不適正取引行為是正勧告書により行うものとする。 

(特定生活関連商品に対する勧告) 

第８条 条例第２５条第２項の勧告は、特定生活関連商品買占め等是正勧告書により行うものとする。 

(調査) 

第９条 条例第２６条第１項の規定により資料及び商品の提出を求める場合は資料等提出要求書によ

り、報告又は説明を求める場合は報告等要求書により行うものとする。 

２ 条例第２６条第２項の規定により立入調査を行う職員は、立入調査書(第１号様式)を提示しなけれ

ばならない。 

３ 条例第２６条第３項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書(第２号様式)とする。 

４ 条例第２６条第４項の規定により補償を受けようとするものは、商品補償請求書を市長に提出しな

ければならない。 

５ 市長は、前項の規定により請求書が提出された場合は、請求書に基づき補償額を決定し、商品補償

決定通知書により請求者に通知するものとする。 

(公表及び意見聴取) 

第１０条 条例第２７条第１項の規定による公表は、市のホームページ、新聞その他の広報媒体を通じ

て行うものとする。 

２ 条例第２７条第２項の規定により事業者から意見を聴取するときは、意見聴取通知書により当該事

業者に通知するものとする。 

３ 事業者からの意見の聴取は、口頭で意見を述べることを市長が認めた場合を除き、意見を記載した

書面(以下「意見書」という。)を提出させて行うものとする。 

４ 事業者は、前項の規定により意見書を提出する際(口頭で意見を述べることを認めた場合にあって

はその際)に、証拠書類を提出することができる。 

５ 市長は、公表を行うときは、公表通知書により当該事業者に通知するものとする。 

(貸付けの範囲) 

第１１条 条例第３１条第１項の規定により貸し付ける経費の対象は、次に掲げる費用とする。 

（１）裁判手続費用 

（２）弁護士又は司法書士に支払う費用 

参考 
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（３）前２号に掲げるもののほか、証書作成費用、通信連絡費用等訴訟に要するものと市長が認める費

用 

（４）権利の保全に要する費用(裁判所が決定した保証金、裁判所が嘱託する登記又は登録につき納め

る登録免許税並びに執行官法(昭和４１年法律第１１１号)の規定による手数料及び費用に限る。) 

（５）強制執行に要する費用(裁判所が嘱託する登記又は登録につき納める登録免許税並びに執行官法

の規定による手数料及び費用に限る。) 

(貸付金の額) 

第１２条 条例第３１条第１項に規定する貸付金(以下「貸付金」という。)の限度額は、訴訟１件につ

き審級ごとに１,０００,０００円とする。 

(貸付けの申請) 

第１３条 条例第３１条第１項の規定により貸付けを受けようとする者は、消費者訴訟資金貸付申請書

に被害の概要を記載した書類、貸付けを受ける訴訟費用の内訳書、住民票及び印鑑証明書を添えて市

長に提出しなければならない。 

２ 条例第３１条第１項の規定により貸付けを受けようとする者は、連帯保証人を立てなければならな

い。 

(貸付けの決定) 

第１４条 市長は、前条第１項の規定による申請書の提出があった場合において、貸付けの承認又は不

承認について決定したときは、消費者訴訟資金貸付承認・不承認通知書により申請者に通知するもの

とする。 

(貸付契約) 

第１５条 前条の規定により貸付けの承認の通知を受けた者は、通知を受けた日から２週間以内に市と

契約しなければならない。 

(貸付金の返還) 

第１６条 貸付金の返還期限は、訴訟が終了した日から起算して６月以内とする。ただし、強制執行に

係る貸付金については、執行が終了した日から１月以内とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が正当な理由があると認めるときは、返還期限を延長することがで

きる。 

３ 貸付金の返還方法は、全額一括返還とする。 

(貸付金の即時返還) 

第１７条 市長は、条例第３１条第１項の規定により貸付けを受けた者(以下「借受者」という。)が次

の各号のいずれかに該当した場合は、貸付金の即時返還を命ずることができる。 

（１）貸付金を目的外に使用した場合又はその目的に使用しない場合 

（２）虚偽の申込みをした場合 

（３）訴えを取り下げた場合 

（４）連帯保証人を欠き新たな連帯保証人を立てられない場合 

（５）条例又はこの規則に違反した場合 

２ 市長は、前項の規定により貸付金の即時返還を命ずる場合は、消費者訴訟資金貸付金返還通知書よ

り借受者に通知するものとする。 

(貸付金の返還免除) 

第１８条 条例第３１条第３項の規定により貸付金の全部又は一部を返還させないことが適当と認め

る場合は、次のとおりとする。 

（１）借受者が死亡し、訴訟を承継する者がいない場合 

（２）借受者が訴訟に敗訴した場合 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が貸付金を返還させることが適当でないと認めた場合 

２ 条例第３１条第３項の規定により貸付金の返還の免除を受けようとする者は、消費者訴訟資金返還

免除申請書に市長が必要と認める書類を添えて市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請書の提出があった場合において、返還の免除の承認又は不承認を決

定したときは、消費者訴訟資金返還免除承認・不承認通知書により申請者に通知するものとする。 

(届出事項) 
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第１９条 借受者は、貸付金の返還を完了するまでの間において、次の各号のいずれかに該当するとき

は、速やかに市長にその旨を届け出なければならない。 

（１）訴訟を提起したとき。 

（２）訴訟が終了したとき。 

（３）訴訟について請求の趣旨を変更したとき。 

（４）借受者の住所又は氏名の変更その他重要な変更があったとき。 

（５）訴訟の相手方である事業者の氏名若しくは名称、住所若しくは事務所の所在地又は代表者の変更

があったとき。 

（６）連帯保証人が死亡したときその他連帯保証人を変更する必要があったとき。 

２ 借受者が死亡したときは、その相続人は速やかに、その旨を市長に届け出なければならない。 

(訴訟の経過の報告等) 

第２０条 市長は、借受者又はその訴訟代理人に対し、貸付金に係る訴訟の進捗状況、貸付金の使用状

況その他必要な事項について、報告、説明又は資料の提出を求めることができる。 

(市長への申出) 

第２１条 条例第３６条第１項の規定により市長への申出をしようとする者は、次に掲げる事項を記載

した書面を市長に提出するものとする。 

（１）申出人の住所及び氏名 

（２）申出の趣旨及び求める措置の内容 

(様式) 

第２２条 この規則の規定により使用する書類の様式(第１号様式及び第２号様式を除く。)は、別に定

める。 

(委任) 

第２３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則(平成２６年９月２６日規則第８４号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

附 則(平成２８年３月２５日規則第１２号) 

この規則は、公布の日から施行する。 

 

別表(第６条関係) 

１ 条例第２１条第１号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）商品又はサービス(以下「商品等」という。)の販売の意図を明らかにせず、販売以外のことが主

要な目的であるかのように告げて、又はそのような広告等で契約の締結を勧誘し、又は契約を締結

させる行為 

（２）商品等の販売に際し、事業者の氏名若しくは名称、住所又は連絡先について明らかにせず、又は

偽って契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（３）商品等の販売に際し、品質等の内容、価格等の取引の条件又は取引の仕組みその他の取引に関す

る重要な情報で、事業者が保有し、又は保有し得るものを提供せず、契約の締結を勧誘し、又は契

約を締結させる行為 

（４）商品等の販売に際し、契約締結の意思を決定する上で重要な事項について、事実と異なること若

しくは誤信させるような事実を告げて、又は将来において変動が不確実にもかかわらず、断定的判

断を提供して、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（５）商品等の販売に際し、品質、内容、価格等が実際のものよりも著しく優良又は有利であると誤信

させるような表現又は広告等を用いて契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（６）商品等の購入、利用又は設置が法令等により義務付けられているかのように説明して、契約の締

結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 



 

44 

（７）商品等の販売に際し、自らを官公署、公共的団体、著名な法人等の職員と誤信させるような言動

等を用いて、又は官公署、公共的団体、著名な法人若しくは個人の許可、認可、後援等の関与を得

ていると誤信させるような言動等を用いて、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（８）書面の送付により契約の申込みを受ける場合において、当該書面の送付が申込みとなることを分

かりやすく表示せず、又は誤信させるような方法で契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行

為 

（９）特定商取引に関する法律施行規則(昭和５１年通商産業省令第８９号)第１６条第１項第１号に規

定する電子契約の申込みに際し、申込みの方法を分かりやすく表示せず、又は容易に確認及び訂正

をすることができるようにせず、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（１０）消費者が他の事業者から商品等を購入することを条件又は原因として、当該購入に要する資金

の貸付けその他信用の供与(以下「与信」という。)をする契約(以下「与信契約」という。)におい

て、与信の条件その他の重要な情報を提供せず、又はそれらについて誤信させるような表現を用い

て、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

２ 条例第２１条第２号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）消費者を訪問し、消費者の拒絶の意思表示にもかかわらず、又はその意思表示の機会を明示的に

与えることなく契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（２）商品等の販売に際し、電話その他の通信手段を用いて連絡をとり、消費者の意に反して長時間に

わたり又は反復して契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（３）商品等の購入資金に関して、消費者からの要請がないにもかかわらず、貸金業者等からの借入れ

その他の与信を受けることを勧めて、執ように契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

３ 条例第２１条第３号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）消費者を訪問し、又は電話その他の通信手段を用いて連絡をとり、威迫して困惑させ、又は迷惑

を覚えさせるような方法で契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（２）消費者を路上その他の場所において呼び止め、その場又は営業所その他の場所へ誘引し、消費者

の意に反して執ように説得し、威迫して困惑させ契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（３）消費者の意に反して、早朝、深夜その他消費者が正常な判断をすることが困難な状態のときに電

話又は訪問をして契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（４）消費者が依頼又は承諾をしていないにもかかわらず、消費者の住居等において商品等の販売を一

方的に行い、又は商品を自宅に送ることなどにより、契約が成立したかのように誤信させ、消費者

を心理的に不安な状態又は正常な判断ができない状態に陥らせ、契約の締結を勧誘し、又は契約を

締結させる行為 

（５）商品等を販売する目的で、無料検査、親切行為その他の無償又は著しい廉価の商品等の供給を行

うことにより、消費者の心理的負担を利用して契約の締結を勧誘し、又は契約を締結させる行為 

（６）主たる販売目的以外の商品等を意図的に無償又は著しい廉価で供給を行うことにより、消費者の

購買意欲をあおり、正常な判断ができない状態に陥らせ、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結さ

せる行為 

（７）消費者又はその親族等関係者の不幸を予言し、これらの者の健康又は財産その他の生活上の不安

等を殊更にあおり、消費者を心理的に不安な状態に陥らせ、契約の締結を勧誘し、又は契約を締結

させる行為 

（８）商品等の販売に際し、消費者の情報又は消費者が従前に関わった取引に関する情報を利用して消

費者を心理的に不安な状態に陥らせ、過去の不利益の回復若しくは害悪を受けることの予防又は現

在被っている不利益が拡大することが防止できるかのように告げて、契約の締結を勧誘し、又は契

約を締結させる行為 

４ 条例第２１条第４号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）法律の規定が適用される場合に比べ、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重し、信義

誠実の原則に反して消費者の利益を一方的に害する内容の契約を締結させる行為 

（２）消費者の契約の申込みの撤回、契約の解除若しくは取消し又は契約の無効の主張をすることがで

きる権利を制限して、消費者に不当に不利益をもたらすこととなる内容の契約を締結させる行為 

（３）契約に係る損害賠償額の予定、違約金又は契約の解除に伴う清算金の定めにおいて、消費者に不

当に高額又は高率な負担を求める内容の契約を締結させる行為 
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（４）消費者が購入の意思表示をした主たる商品等と異なるもの又は年齢、職業、収入その他の契約を

締結する上で重要性を有する事項について事実と異なることを記載して、消費者に不当に不利益を

もたらす内容の契約を締結させる行為 

（５）消費者にとって不当に過大な量の商品等若しくは不当に長期にわたって供給される商品等の購入

を内容とする契約又は消費者の財産の状況に照らして不相応若しくは不要な支出を強いる内容の

契約を締結させる行為 

（６）消費者に不当に不利益をもたらすこととなる事業者の免責に関する定めがある契約又は契約条件

の変更を事業者が一方的に行うことができる内容の契約を締結させる行為 

（７）商品等の購入に際し利用したクレジットカード、会員証、パスワード等が第三者に不正に使用さ

れた場合、消費者に不当に責任を負担させる内容の契約を締結させる行為 

（８）当該契約に関する訴訟について、消費者に不当に不利な裁判管轄を定めた内容の契約を締結させ

る行為 

５ 条例第２１条第５号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）消費者、その保証人等法律上支払義務のある者(以下「消費者等」という。)を欺き、威迫して困

惑させ、又は正当な理由なく早朝、深夜その他消費者が正常な判断をすることが困難な状態のとき

に電話又は訪問をして債務の履行を迫り、又は債務を履行させる行為 

（２）消費者等を欺き、威迫して困惑させ、又は正当な理由なく早朝、深夜その他消費者が正常な判断

をすることが困難な状態のときに電話又は訪問をして預金の払戻し、金銭の借入れ又は生命保険等

の解約等をさせることにより、消費者等に金銭を調達させ、債務の履行を迫り、又は債務を履行さ

せる行為 

（３）消費者等に対して、正当な理由がないにもかかわらず、消費者等に不利益となる情報を信用情報

機関若しくは第三者に通知し、又はインターネットその他の情報伝達手段を用いて流布する旨の言

動等を用い、心理的圧迫を与えて債務の履行を迫り、又は債務を履行させる行為 

（４）契約の成立又は有効性について消費者等が争っているにもかかわらず、契約が成立し、又は有効

であると一方的に主張して、強引に債務の履行を迫り、又は債務を履行させる行為 

（５）消費者の関係人で法律上支払義務のないものに、正当な理由がないにもかかわらず電話その他の

通信手段を用いて連絡をとり、又は訪問等の不当な手段を用いて契約に基づく債務の履行の協力を

要求し、又は協力をさせる行為 

（６）事業者の氏名若しくは名称、住所又は連絡先について明らかにせず、又は偽ったまま、債務の履

行を迫り、又は債務を履行させる行為 

６ 条例第２１条第６号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）履行期限を過ぎても契約に基づく債務の完全な履行をせず、消費者からの履行の督促に対して適

切な対応をすることなく、又は債務の履行を拒否し、若しくは引き延ばし、商品等を契約の趣旨に

従って供給しない行為 

（２）継続的に商品等を供給する契約を締結した場合において、正当な理由なく取引内容を一方的に変

更し、又は契約の趣旨に従った商品等を提供せず、消費者が締結した契約の履行を終了する行為 

７ 条例第２１条第７号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）消費者のクーリング・オフの権利(割賦販売法(昭和３６年法律第１５９号)第３５条の３の１０

第１項、第３５条の３の１１第１項から第３項まで及び第３５条の３の１２第１項並びに特定商取

引に関する法律(昭和５１年法律第５７号)第９条第１項、第９条の２第１項、第２４条第１項、第

４０条第１項、第４８条第１項及び第５８条第１項に規定する契約の申込みの撤回又は契約の解除

を行う権利その他これらに類する権利で、法令の規定又は契約により認められたものをいう。以下

同じ。)の行使に際して、これを拒否し、若しくは黙殺し、威迫し、又は術策、甘言等を用いて、権

利の行使を妨げ、契約の成立又は存続を強要する行為 

（２）消費者のクーリング・オフの権利の行使に際して、口頭による行使を認めておきながら、後に書

面によらないことを理由として、又は消費者のクーリング・オフの権利の行使を妨げる目的で消費

者の自発的意思を待つことなく、商品等の使用若しくは利用をさせて、契約の成立又は存続を強要

する行為 

（３）消費者のクーリング・オフの権利の行使に際して、手数料、送料、サービスの対価その他の法令

上根拠のない要求をして、当該権利の行使を妨げ、契約の成立又は存続を強要する行為 
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（４）消費者の正当な根拠に基づく契約の申込みの撤回、解除若しくは取消しの申出又は無効の主張に

際し、これを不当に拒否して不当な違約金、損害賠償金等を要求し、又は威迫して困惑させ、契約

の存続を強要する行為 

（５）継続的に商品等を供給する契約を締結した場合において、正当な根拠に基づく中途解約の申出に

対し、これを不当に拒否して解約に伴う不当な違約金、損害賠償金等を要求し、又は威迫して困惑

させ、契約の存続を強要する行為 

（６）正当な根拠に基づく中途解約の申出に対し、解約の条件として新たに別の商品等の購入の契約を

締結させることにより、実質的に契約の存続を強要する行為 

（７）クーリング・オフの権利の行使又は契約の申込みの撤回、解除若しくは取消しの申出若しくは無

効の主張が有効に行われたにもかかわらず、法律上その義務とされる返還義務、原状回復義務、損

害賠償義務等の履行を正当な理由なく拒否し、又は遅延させる行為 

８ 条例第２１条第８号の規定に該当する不適正な取引行為 

（１）与信が消費者の返済能力を超えることが明白であるにもかかわらず、与信契約の締結を勧誘し、

又は与信契約の締結をさせる行為 

（２）販売業者等(販売する事業者又はその取次店等実質的な販売行為を行う者をいう。以下同じ。)の

行為がこの規則で規定する不適正な取引行為のいずれかに該当することを知りながら、又は与信に

係る加盟店契約その他の提携関係にある販売業者等を適切に管理していれば、そのことを知り得べ

きであるにもかかわらず、与信契約の締結を勧誘し、又は与信契約の締結をさせる行為 

（３）与信契約において、販売業者等に対して生じている事由をもって正当な根拠に基づき支払を拒絶

することができる場合であるにもかかわらず、正当な理由なく電話その他の通信手段を用いて連絡

をとり、又は訪問等の不当な手段を用いて、消費者又はその関係人に債務の履行を迫り、又は債務

の履行をさせる行為 

 

第１号様式(第９条関係) 

 －略－ 

第２号様式(第９条関係) 

－略－ 
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相模原市消費生活センター条例 

平成２７年１２月２４日 

条例第８４号 

 

 (趣旨) 

第１条 この条例は、消費者安全法(平成２１年法律第５０号。以下「法」という。)第１０

条の２第１項の規定に基づき、消費生活センターの組織及び運営並びに情報の安全管理に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

(設置) 

第２条 法第１０条第２項の機関として消費生活センターを設置し、その名称及び位置は、

次のとおりとする。 

(職員) 

第３条 消費生活センターに消費生活センター長、消費生活相談員その他所要の職員を置く。 

２ 市長は、消費生活センターにおいて法第８条第２項各号に掲げる事務に従事する職員に

対し、その資質の向上のための研修の機会を確保するものとする。 

(消費生活相談員) 

第４条 前条第１項の消費生活相談員は、法第１０条の３第１項の消費生活相談員資格試験

に合格した者(不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律(平成２６年法

律第７１号)附則第３条第１項又は第２項の規定により合格したとみなされた者を含む。)

とする。 

２ 市長は、消費生活相談員の専門性に鑑み適切な人材及び処遇の確保に必要な措置を講ず

るものとする。 

３ 市長は、消費生活相談員の任期ごとに客観的な能力の実証を行うものとする。 

４ 市長は、消費生活相談員が実務の経験を通じて専門的な知識及び技術を体得しているこ

とに十分配慮し、前項の規定による能力の実証の結果、当該消費生活相談員が適任である

と認められるときは、再任することができる。 

(消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理) 

第５条 市長は、法第８条第２項各号に掲げる事務の実施により得られた情報の漏えい、滅

失又は毀損の防止その他の当該情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなら

ない。 

(委任) 

第６条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

 (施行期日) 

１ この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則(令和２年１２月２１日条例第６７号) 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

  

名称 位置 

相模原市消費生活総合センター 相模原市緑区橋本６丁目２番１号 

参考 
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相模原市消費生活センター条例施行規則 

 

平成２８年３月１０日 

規則第８号 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は、相模原市消費生活センター条例(平成２７年相模原市条例第８４号)の

施行について必要な事項を定めるものとする。 

(消費生活相談を行う日) 

第２条 相模原市消費生活総合センター(以下「センター」という。)の消費生活相談の事務

を行う日は、次に掲げる日を除く日とする。 

（１）１２月２９日から翌年の１月３日までの日 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が定める日 

２ 市長は、必要と認めるときは、第１項各号及び第２項各号前項各号に掲げる日を消費生

相談の事務を行う日とすることができる。 

３ 市長は、第１項第２号又は第２項第４号の規定により消費生活相談の事務を行わない日

定め、又は前項の規定により消費生活相談の事務を行わない日を消費生活相談の事務を行

う日とするときは、あらかじめその旨を市民に周知するものとする。 

(消費生活相談を行う時間) 

第３条 相模原市消費生活総合センターセンターの消費生活相談の事務を行う時間は、午９

時から午後４時までとする。ただし、日曜日及び土曜日並びに国民の祝日に関する法律(昭

和２３年法律第１７８号)に規定する休日の正午から午後１時までを除くものとする。 

２ 市長は、必要と認めるときは、前２項前項に規定する時間を変更することができる。 

(委任) 

第４条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則(令和３年３月３１日規則第３５号) 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

  

参考 
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